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改革分野          １．行政サービス改革 

 
 
 

計画名 実行課 開始 終了 頁 

1 窓口アンケートの実施及びフィードバック 企画課 R5  7 

2 市ホームページを見やすく、分かりやすく 広報課 R5  8 

3 ＳＮＳによる情報発信力の強化 広報課 R5  9 

4 オープンデータの幅を広げよう 情報システム課 R5  10 

5 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用 行政管理課 R6  11 

6 
より分かりやすく丁寧に︕税金制度への理解と信頼につなげ

ます 
課税課 R5  12 

7 市作成刊行物の多言語配信の充実 市民活動推進課 R5  13 

8 交通安全情報の効果的な発信 危機管理課 R5  14 

9 防災出前講座の実施 危機管理課 R5  15 

10 コンビニ交付の普及推進 市民課 R5  16 

11 証明書交付手数料におけるキャッシュレス決済の普及推進 市民課 R5  17 

12 施設運営改善のための利用者ニーズの把握 支所総務課 R5  18 

13 ワンチームで窓口サービスの充実を 支所市民福祉課 R5  19 

14 窓口発券機の設置 支所市民福祉課 R5 R6 20 

15 福祉各相談窓口の更なる充実に向けて 地域福祉課 R6  21 

16 
障害者の地域生活を支える相談支援体制の充実と連携体制の

構築（基幹相談支援センターの設置） 
障害福祉課 R5  22 

17 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用 高齢者福祉課 R6  23 

18 
「本庄市オンライン窓口」（電子申請）でいつでも待たずに手

続き可能に 
保険課 R5  24 

19 地域子育て支援拠点事業「つどいの広場」のオンライン配信 子育て支援課 R5 R6 25 

20 保護者向け連絡ツールアプリをもっと活用しよう 保育課 R5  26 

21 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用拡大 道路管理課 R5  27 

22 空き家対応におけるワンストップサービスの導入 都市計画課 R5  28 

23 公園の整備や個別計画の策定などに係る市民意見の把握 都市計画課 R5  29 

24 WEB アンケートによる市民ニーズの把握 市街地整備室 R5  30 

25 ICT 機器を活用した学習機会の提供 生涯学習課 R5  31 

26 インターネット等を利用した蔵書の検索や予約 図書館 R5  32 
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改革分野         ２．業務改善・効率化改革 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画名 実行課 開始 終了 頁 

1 公共施設の包括管理 企画課 R5  34 

2 職員提案制度の活性化 企画課 R5  35 

3 ペーパーレス「一歩先へ︕︕」 
企画課 

情報システム課 
R6  36 

4 物品等競争入札に係る電子入札システムの活用 財政課 R5  37 

5 郵便料金計器の活用 行政管理課 R5 R6 38 

6 審議会等への女性委員登用の向上 市民活動推進課 R5  39 

7 職員訓練の実施 危機管理課 R5  40 

8 
市民の気持ちに寄り添える福祉相談を目指そう（庁内連携と

アセスメントシートの共通化） 
生活支援課 R5  41 

9 介護認定調査業務のデジタル化 介護保険課 R5  42 

10 オンライン会議の推進 子育て支援課 R5  43 

11 ゼロカーボンシティ実現に向けた民間活力の活用 環境推進課 R5  44 

12 企業誘致推進及び産業用地創出に向けた庁内協力会議の設置 産業開発室 R5  45 

13 農地パトロールにタブレット端末を活用 農業委員会事務局 R5 R6 46 

14 市営住宅の管理代行 営繕住宅課 R5 R6 47 

15 公営企業会計システムの機能向上 水道課 R5  48 

16 民間の技術力を活用した業務の効率化を目指します 水道課 R5  49 

17 ICT 技術を取り入れた浄水場や配水場などの管理を行います 水道課 R5  50 

18 庁内での横断的な内水浸水箇所の情報共有 下水道課 R5  51 
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改革分野           ３．財政改革 

 

◇全体集計    ５６計画 

 Ｒ６年度 ５６計画（新規６ R７継続５０ 終了７） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画名 実行課 開始 終了 頁 

1 ネーミングライツによる自主財源の確保 企画課 R5  53 

2 ふるさと納税の推進 広報課 R5  54 

3 未利用財産の処分 財政課 R5  55 

4 公用車台数最適化 財政課 R6  56 

5 市県民税（普通徴収）の口座振替の推進 収納課 R5 R6 57 

6 生活保護法 63 条返還金の収納率向上を図る 生活支援課 R5  58 

7 ジェネリック医薬品の利用促進 子育て支援課 R5  59 

8 保育料滞納防止対策 保育課 R5  60 

9 
マーケットの実証実験による公共空間の利活用（稼ぐ公共空

間へ） 
商工観光課 R5 R6 61 

10 職員による橋梁定期点検 道路整備課 R6  62 

11 マンホール蓋広告の募集 下水道課 R5  63 

12 学校給食残渣低減計画 教育総務課 R5  64 
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評価方法（※実施計画より抜粋） 

 

３．評価方法 

（１）評価の流れ 

 個 別 の 計 画 に つ い て は 、実 行 課 が 取 組 に 対 す る 自 己 評 価 等 を「 実 施 計 画

シ ー ト 」に 記 載 し 、行 政 改 革 推 進 本 部 に 報 告 し ま す 。行 政 改 革 推 進 本 部 は 、

実 行 課 か ら の 報 告 に つ い て 審 議 を 行 い ま す 。行 政 改 革 推 進 本 部 の 審 議 を 経

て 、 行 政 改 革 審 議 会 が 最 終 的 な 審 議 を 行 い 、 評 価 が 確 定 し ま す 。  

 

  〈イメージ図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年度末評価の評価基準 

判定区分 各年度末の評価 次年度の取扱い（※） 

達成 計画達成 計画終了 

A 目標を上回る 計画継続 

B 目標どおり 計画継続 

C 目標を下回る 計画継続 

中止 計画中止 計画終了 
 

※令和 9 年度で実施計画自体が終了となるため、令和 9 年度の年度末評価で A・B・C と判定された計画に

ついては、令和 10 年度以降の実施計画で計画を継続するか終了とするか検討を行います。 

 

用語解説について 

「 実 施 計 画 シ ー ト 」中 、※ で 記 し た 用 語 に つ い て は 、巻 末 に 用 語 解 説 を

設 け て い ま す 。  

行政改革推進本部 （審議） 

実行課 （自己評価） 

行政改革審議会 （審議） 評価の確定 

意見に基づき 

取組方法等の見直し 

本部意見 

審議依頼 
審議会意見 

取組報告 
審議会意見 
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頁

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

年度末
評価

(R6年度)

B

A

A

B

A

C

A

A

A

A

21 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用拡大 道路管理課 R5 R9 C

地域福祉課 R6 R9 C

20 保護者向け連絡ツールアプリをもっと活用しよう 保育課 R5 R7 A

19
地域子育て支援拠点事業「つどいの広場」のオンライン
配信

子育て支援課 R5 R7 達成

18
「本庄市オンライン窓口」（電子申請）でいつでも待た
ずに手続き可能に

25 ICT機器を活用した学習機会の提供 生涯学習課 R5 R9 C

C

A

都市計画課 R5 R7 B

26 インターネット等を利用した蔵書の検索や予約 図書館 R5 R9

5 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用 行政管理課 R6 R9

15 福祉各相談窓口の更なる充実に向けて

24 WEBアンケートによる市民ニーズの把握 市街地整備室 R5 R7

23 公園の整備や個別計画の策定などに係る市民意見の把握 都市計画課 R5 R9

22 空き家対応におけるワンストップサービスの導入

保険課 R5 R9 C

16
障害者の地域生活を支える相談支援体制の充実と連携体
制の構築（基幹相談支援センターの設置）

障害福祉課 R5 R9 A

17 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用 高齢者福祉課 R6 R7 B

14 窓口発券機の設置 支所市民福祉課 R5 R6 達成

13 ワンチームで窓口サービスの充実を 支所市民福祉課 R5 R7 B

12 施設運営改善のための利用者ニーズの把握 支所総務課 R5 R9 B

11
証明書交付手数料におけるキャッシュレス決済の普及推
進

市民課 R5 R9 A

10 コンビニ交付の普及推進 市民課 R5 R9 C

9 防災出前講座の実施 危機管理課 R5 R9

8 交通安全情報の効果的な発信 危機管理課 R5 R9

7 市作成刊行物の多言語配信の充実 市民活動推進課 R5 R9

6
より分かりやすく丁寧に︕税金制度への理解と信頼につ
なげます

課税課 R5 R9

4 オープンデータの幅を広げよう 情報システム課 R5 R9

3 ＳＮＳによる情報発信力の強化 広報課 R5 R9

2 市ホームページを見やすく、分かりやすく 広報課 R5 R9

1 窓口アンケートの実施及びフィードバック 企画課 R5 R9

改革分野   １．行政サービス改革
計画数 26

計画名 実行課
開始
年度

達成目標
年度
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体※への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 窓口アンケートの実施及びフィードバック

実行課 企画課 連携課 全庁

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs※関連

№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 市民参加の促進、窓口サービスの向上

現状と課題
○各課等において、市民にとってより分かりやすく手続きをご案内できるよう、窓口対応の向上に
努めています。
○窓口対応について、市民の評価を把握するために、アンケートを実施しています。

取組内容

○窓口等にアンケートBOXを一定の期間設置し、市民意見を聴取します。
○電子申請を用いたアンケートを通年で設置し、市民意見を聴取します。
○回収したアンケートを集計し、全庁に掲示板で報告します。
○窓口対応の満足度を高い割合で維持できるよう努めます。

満足・やや満足と回
答した割合︓80％
以上

取組の効果
○市民の意見を窓口対応に取り入れることができます。
○市民から真に評価される対応を窓口等で行うことができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

満足・やや満足と回
答した割合︓80％
以上

満足・やや満足と回
答した割合︓80％
以上

満足・やや満足と回
答した割合︓80％
以上

満足・やや満足と回
答した割合︓80％
以上

Ｒ７年度に向けた
取組方針

○来年度も継続して紙面及び電子申請を用いたアンケートを実施します。
○実施時期や期間、アンケートBOXの設置場所及び周知方法について、より多くの方にご回答いただけるよ
う工夫します。
○アンケートの集計結果を全職員に周知し、窓口対応の満足度をより高められるよう努めます。

備考
満足・やや満足と回答した割合は、窓口アンケートの設問にある「ご利用いただいた窓口サービスの全体的
な印象」の回答をもとに集計。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○紙面及び電子申請を用いたアンケートを実施し、224件の回答がありました。（R6.11.1〜12.17）
○満足・やや満足と回答した割合は81％であり、目標を達成しました。
○集計結果は全職員に周知し、情報共有を図りました。
○チラシ入りポケットティッシュの配布等により本調査の周知を図りました。

年度末評価 Ｃ Ｂ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 市ホームページを見やすく、分かりやすく

実行課 広報課 連携課 全庁

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 広報広聴活動の充実

現状と課題

○市ホームページの充実は、スマート自治体への取組を進めるため、また、住民サービスの向上や
公平な情報の提供に不可欠なものです。
○各ページの管理については担当課が行うことから、市ホームページの充実には庁内全体で取り組
む必要があります。

取組内容
○市ホームページの充実に向け、担当者向け研修を実施します（年１回）。
○市ホームページのリンクチェック（接続確認）及び掲載内容の確認、修正といった定期点検を全
庁的に実施します（年２回）。

定期点検時の要対応
件数について、前回
実施時より減少させ
る。

取組の効果
○市ホームページ充実の重要性の意識向上が図られます。
○確認、修正により、正確な情報の提供と掲載内容の充実が図られます。
○市ホームページの充実により、業務改善（問合せ対応、職員の資質向上）につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

定期点検時の要対応
件数について、前回
実施時より減少させ
る。

定期点検時の要対応
件数について、前回
実施時より減少させ
る。

定期点検時の要対応
件数について、前回
実施時より減少させ
る。

定期点検時の要対応
件数について、前回
実施時より減少させ
る。

Ｒ７年度に向けた
取組方針

担当者向け研修やグループウェアの掲示板等を通じた全庁的な周知の徹底等により、引き続き、定
期点検時の要対応件数の減少を図るほか、令和７年１０月のリニューアルに向け、より見てもらえ
るページ作成に向けた研修を行う等、市ホームページの充実には庁内全体で取り組む必要がある、
という意識の醸成に努めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇要対応件数（ホームページのリンク切れ）がR5実施時の29件に対し、R6実施時は18件となりました。
〇ホームページの充実に向けた取組として、担当者及び新採用職員向けの研修を開催しました。
〇ホームページのリンクチェックを行うとともに、年末年始及び年度末の２回、全庁に確認を依頼して掲載
内容の確認・修正等、必要な情報更新に取り組みました。

年度末評価 Ｂ Ａ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴ※の積極的な活用

計画名 ＳＮＳによる情報発信力の強化

実行課 広報課 連携課 全庁

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） まちの魅力創造

現状と課題

○市では、公式ＳＮＳとして、ＬＩＮＥ・X（旧Twitter）・Instagram・Facebook・YouTubeを
運用しています。
○活用している課が限定されており、情報発信ツールとして十分機能を活かしきれていない面があ
ります。

取組内容

○各ＳＮＳの役割や活用方法等、市のルール等を明確にしたマニュアル整備を実施し、多くの課が
ＳＮＳを活用することで、情報発信の多角性や即時性につなげ、行政サービスの向上を目指しま
す。
○5年間で50％以上の課からの情報発信を目指します。

SNSによる事業配信
実施課︓全課の50％
以上

取組の効果

○ＳＮＳによる情報発信力の強化によって、これまで以上に各課のイベントや魅力的な情報を即時
に幅広い層により丁寧に伝えることができます。
○行政情報を分かりやすく伝えることは、住みやすい市としての本市の魅力になり、市民サービス
の向上につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

SNSによる事業配信
実施課︓全課の5％

SNSによる事業配信
実施課︓全課の10％

SNSによる事業配信
実施課︓全課の20％

SNSによる事業配信
実施課︓全課の40％

Ｒ７年度に向けた
取組方針

令和６年度の活用事例と効果を周知し、容易に情報発信ができるツールであるという認識を広げる
とともに、引き続き、ブランドメッセージ等を活用した積極的な情報発信の活用について周知を図
ります。

備考 「全課」については、当該年度の課数とする。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇全職員に対し、Instagram・FacebookなどのSNSについて、各々の特色や効率的な使い分け、
ブランドメッセージを活用した取組等の積極的な活用を周知しました。
〇実施課︓全課の２０％（９課︓企画課、市民活動推進課、商工観光課、農政課、支所環境産業
課、都市計画課、生涯学習課、文化財保護課、スポーツ推進課）

年度末評価 Ａ Ａ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 オープンデータ※の幅を広げよう

実行課 情報システム課 連携課 危機管理課、市民課、子育て支援課、保育課、都市計画課、学校教育課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ＩＣＴ の利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題
○現状において、市の施設等11件のオープンデータが公開されています。
○多くのデータを公開すれば活用の幅が広がりますが、現状は未整理な部分もあり、公開できずに
います。

取組内容
○国が推奨するデータセットに基づき、情報を必要とする利用者に向けて、より多くのデータをよ
り利用しやすいように公開します。
○5年間で5件のオープンデータを公開します。

・1件の新たなオープ
ンデータの公開
・オープンデータの
総公開数︓16件

取組の効果

○オープンデータが増えることで、アプリや雑誌への掲載の可能性が高まります。
○住民の方への透明性や信頼度の向上も見込めます。
○国や埼玉県のホームページに掲載されることで、他市の情報と一緒に活用されるなど幅が広がり
ます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・1件の新たなオー
プンデータの公開
・オープンデータの
総公開数︓12件

・1件の新たなオー
プンデータの公開
・オープンデータの
総公開数︓13件

・1件の新たなオー
プンデータの公開
・オープンデータの
総公開数︓14件

・1件の新たなオー
プンデータの公開
・オープンデータの
総公開数︓15件

Ｒ７年度に向けた
取組方針

新たなオープンデータの公開に向け、関係各課と調整の上、実施を進めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇新たなオープンデータの取組として、市内の公衆トイレ一覧データを公開しました。
 （オープンデータ総公開数︓１３件）
〇同データが、アプリや雑誌などの公衆トイレ情報として活用されることが期待されます。

年度末評価 Ｂ Ｂ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用

実行課 行政管理課 連携課 情報システム課

開始年度 Ｒ６ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ICTの利活用による市民の利便性の向上

現状と課題
〇情報公開及び個人情報開示について、年間約80件の請求を受け付けています。
〇実施方法は紙媒体での交付が多いため、請求者が来庁するための時間の確保及び費用負担が課題
となっています。

取組内容
〇情報公開及び個人情報開示の請求について、電子申請による受付を開始します。
〇情報公開について、電子メール等での実施を検討します。
〇情報公開及び個人情報開示の費用について、電子決済による徴収を検討します。

・情報公開請求の電子
申請受付件数割合︓全
体の50%

取組の効果

〇電子申請による受付を行うことで、自宅や事務所のパソコンやスマートフォンで、いつでも請求できるようになり、請
求者の手続時間の削減と受付サービスの向上につながります。
〇情報公開を電子メール等で実施することにより、請求者の手続時間の削減及び費用負担の軽減が図られます。
〇電子決済による費用の徴収を実施することにより、交付決定から交付までの時間の削減が図られます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・電子申請での受付を
開始し、ホームページ
で周知する

・情報公開請求の電子
申請受付件数割合︓全
体の20%
・電子メール等による
写しの交付検討
・電子決済の導入検討

・情報公開請求の電子
申請受付件数割合︓全
体の40%
・電子メール等による
写しの交付開始
・電子決済の導入開始

Ｒ７年度に向けた
取組方針

二次元コード付のチラシ配布など、引き続き電子申請による受付の周知を図ります。

備考 受付サービスの低下を防ぐため、申請者の希望により紙での受付は継続します。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇令和６年１０月から電子申請での受付及び電子メール等での交付並びに電子決済を開始するとと
もに、市ホームページで周知しました。
〇情報公開請求の電子申請受付件数割合は、全体の１５％でした。
〇請求者の手続時間の削減及び費用負担の軽減を図ることができました。

年度末評価 Ａ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

今後も広報紙及び市ホームページの充実に努めるとともに、職員の能力向上や情報共有を図り、適
正課税の推進や税金制度の分かりやすい周知に努めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇広報紙及び市ホームページへの分かりやすい掲載や職員のスキルアップに努め、税金制度の理解
や適正課税の推進につながる取組を実施しました。
〇研修会の参加及び課内研修等の実施回数は、令和５年度・令和６年度を合わせて７４回となり年
度目標を達成しました。

年度末評価 Ａ Ａ

外部研修への参加回
数、フィードバック研
修の実施回数、内部研
修の実施回数、租税教
室の実施回数
R5年度からの累計︓
130回

取組の効果
適正課税の推進、税金の制度の分かりやすい周知に努め、市民の方々の税に対する理解が深まるこ
とにより、納税意識、市に対する信頼が高まります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

外部研修への参加回
数、フィードバック研
修の実施回数、内部研
修の実施回数、租税教
室の実施回数
上記の累計︓20回

外部研修への参加回
数、フィードバック研
修の実施回数、内部研
修の実施回数、租税教
室の実施回数
R5年度からの累計︓
45回

外部研修への参加回
数、フィードバック研
修の実施回数、内部研
修の実施回数、租税教
室の実施回数
R5年度からの累計︓
70回

外部研修への参加回
数、フィードバック研
修の実施回数、内部研
修の実施回数、租税教
室の実施回数
R5年度からの累計︓
100回

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 自主財源の確保

現状と課題
税金の制度は、内容が複雑で、分かりにくい仕組みとなっています。市民の方々の税に対する理解
を深め、納得していただいた上で申告や納税につなげていく必要があります。

取組内容

○広報紙への記事掲載や市ホームページ等の充実を図るとともに、小中学校における租税教室の実
施などにより、税金の制度の周知に努めます。
○各種研修等を活用し、職員のスキルアップや情報の共有を図り、適正課税の推進、税金の制度の
理解につながる取組を継続していきます。

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 より分かりやすく丁寧に︕税金制度への理解と信頼につなげます

実行課 課税課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 市作成刊行物の多言語配信の充実

実行課 市民活動推進課 連携課 広報課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 国際交流の推進

現状と課題

○本市在住の外国人に対し、市の情報を伝えるため、多言語配信アプリ「Catalog Pocket(カタポケ)」を平成30年度に導入し、市民課窓
口や本庄市国際交流協会のイベント等で外国人住民へ周知を図ってきました。現在、日本語を含め10言語に対応し、広報ほんじょうや国
際交流協会広報紙等が11件閲覧可能となっています。
○引き続き多言語アプリの周知を図り、インストールする人を増やすとともに、音声読み上げ機能もあるため視覚障害者等へも周知を
図っていく必要があります。また、現在掲載中の刊行物以外のものを増やしていく必要があります。

取組内容
○多言語アプリの周知を図り、インストールする人を増やしていきます。
○市作成刊行物の掲載件数を毎年１件以上増やし、情報発信の充実を図ります。

多言語アプリへの市
作成刊行物の掲載件
数︓16件

取組の効果 外国人住民が市の情報を得られ、日常生活での利便性が向上されます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

多言語アプリへの市
作成刊行物の掲載件
数︓12件

多言語アプリへの市
作成刊行物の掲載件
数︓13件

多言語アプリへの市
作成刊行物の掲載件
数︓14件

多言語アプリへの市
作成刊行物の掲載件
数︓15件

Ｒ７年度に向けた
取組方針

○「カタポケ」について、引き続き市民課の窓口や本庄市国際交流協会のイベントで周知を図り、
インストールする方を増やしていきます。
〇グループウェア掲示板において、運用基準や掲載例、市作成刊行物を「カタポケ」に掲載できる
旨を案内し、掲載件数の増加に努めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○本庄市国際交流協会のイベントにおいて、参加者へ「カタポケ」のチラシを配布し周知しました。
○協会会員向けのインフォメーションに「カタポケ」の案内を掲載し周知しました。
〇多言語アプリ導入パソコンの増加や市職員向けの運用基準を定め、事務処理の効率化を図りました。
○「カタポケ」に市作成刊行物を７件、その他に外国人のための日本語教室の開催案内を1件掲載しました。

年度末評価 Ｃ Ｃ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 交通安全情報の効果的な発信

実行課 危機管理課 連携課 支所総務課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 交通安全意識の高揚

現状と課題
○市内における人身交通事故の件数は減少傾向にあります。
○高齢者が関連する事故が占める割合は高い状態が続いており、これを減らすための方策を考える
必要があります。

取組内容

○警察、市民、ボランティア団体などからの情報を基に、現行の「本庄市ヒヤリハットマップ」から、より
精度の高いマップにバージョンアップします。
○「その場所がどのように危ないのか」などの説明を加え、より役立つものに進化させます。
○交通安全運動期間などに、ＬＩＮＥを用いたプッシュ型の啓発を行います。

・マップを最新のも
のに更新
・ＬＩＮＥ配信を４
回実施

取組の効果
交通事故が起きやすい場所を具体的に知っていただくための情報発信を行うことで、市民の交通安
全意識を高め、交通事故の減少に役立てます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・新たなマップを作
成し、市ホームペー
ジに掲載
・ＬＩＮＥ配信を２
回実施

・マップを最新のも
のに更新
・ＬＩＮＥ配信を４
回実施

・マップを最新のも
のに更新
・ＬＩＮＥ配信を４
回実施

・マップを最新のも
のに更新
・ＬＩＮＥ配信を４
回実施

Ｒ７年度に向けた
取組方針

○「本庄市交通事故多発マップ」を最新の情報に更新するとともに、より有益な情報源になるよ
う、マップの提供方法や掲載情報について改良に向けた調査研究に努めます。
○引き続きＬＩＮＥ配信による啓発を実施するとともに、より効果的な啓発になるよう、発信する
情報の内容や他の手段による啓発方法について検討を図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○昨年度作成した「本庄市交通事故多発マップ」について、情報精度及び掲載方法の見直しを行
い、より情報が得やすいよう改善しました。
○全ての交通安全運動期間（４期間）において、交通安全啓発及び同期間内に実施した出陣式・街
頭啓発に関するＬＩＮＥ配信を実施しました。

年度末評価 Ｃ Ａ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

○引き続き、機会を捉えて出前講座を実施します。
○出前講座の内容について、「洪水・内水氾濫ハザードマップ」の有効な活用だけでなく、最新の
避難情報等について分かりやすい解説ができるよう工夫します。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○市内の団体等が実施する会合等に延べ1３回参加し、パワーポイント・ハザードマップ・防災ガ
イドブックなどを用いた防災講話を行いました。
○準備に力を入れ、中身の濃い啓発を実施することができました。

年度末評価 Ｂ Ａ

防災出前講座の開催
回数︓10回以上

取組の効果
○ハザードマップ等の見方、災害に対する日頃からの備えや心構え、災害時の適切な避難行動につ
いて市民へ細やかに伝えることができます。
○市民の自助・共助意識の高揚が図られます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

防災出前講座の開催
回数︓10回以上

防災出前講座の開催
回数︓10回以上

防災出前講座の開催
回数︓10回以上

防災出前講座の開催
回数︓10回以上

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 防災意識の高揚

現状と課題

○作成の都度、全戸配布を実施しているハザードマップについて、見方が分からないという声が聞
かれます。
○災害に対する日頃からの備えや心構え、災害時の適切な避難行動について、解説を受けられる機
会は多くはありません。

取組内容
自治会・自主防災隊等の実施する集会等に市職員等が参加し、ハザードマップ等を活用しながら分
かりやすい研修を実施します。

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 防災出前講座の実施

実行課 危機管理課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

窓口においてマイナンバーカードをお持ちの方に周知するとともに、市ホームページ等でも周知を
図ります。

備考

＜令和６年度計画変更＞令和５年度に証明書のコンビニ交付件数が達成目標値を大きく超えたため、令和６
年度以降の目標を上方修正しました。
＜令和７年度計画変更＞目標値は証明書の交付総件数が減少しているため、令和７年度以降の目標を交付総
件数に対するコンビニ交付率に修正するとともに、目標値の年度上昇率は１％に設定します。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇証明書のコンビニ交付件数︓16,478件
〇窓口を含めた証明書の交付総件数が減少しているため、コンビニ交付の利用率自体は増加しています。
【参考】コンビニ交付率／証明書の交付総件数 R5︓19.7%／71,091件 R6︓24.6%／66,902件
 ※「証明書の交付総件数」には、窓口対応が必要となる複雑な証明交付は含まれません。

年度末評価 Ｂ Ｃ

証明書のコンビニ交
付件数︓20,000件

(修正後)
証明書のコンビニ交
付率︓27%

取組の効果
○証明書の交付について、交付場所や申請時間の選択肢が広がり、交付申請者の利便性の向上につ
ながります。
○窓口での証明書の交付申請者が減少することにより、窓口の混雑緩和につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

証明書のコンビニ交
付件数︓4,300件

証明書のコンビニ交
付件数︓16,800件

証明書のコンビニ交
付件数︓18,400件

(修正後)
証明書のコンビニ交
付率︓25%

証明書のコンビニ交
付件数︓19,300件

(修正後)
証明書のコンビニ交
付率︓26%

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 窓口サービスの向上

現状と課題
○証明書のコンビニ交付は、窓口交付と比較して一部の証明書については手数料が安く、手続きも
容易ですが、利用者が少ない現状があります。
○令和３年度のコンビニ交付の交付件数は、3,602件です。

取組内容
市ホームページや市民課窓口等で、証明書のコンビニ交付について周知し、便利な手続きであるこ
とを知っていただくとともに、交付件数の増加を図ります。

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 コンビニ交付の普及推進

実行課 市民課 連携課 課税課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 証明書交付手数料におけるキャッシュレス決済の普及推進

実行課 市民課 連携課 課税課、支所市民福祉課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 窓口サービスの向上

現状と課題

○証明書の交付手数料の現金支払いに対しては、釣銭の用意や閉庁時に行うレジ金額の確認など、
現金管理の事務負担が大きい現状があります。
○令和４年７月にキャッシュレス決済を導入しました。令和４年７月から10月までの月平均の取扱
い件数は、459件です。

取組内容
市ホームページや市民課窓口等で、証明書の交付手数料についてキャッシュレス決済を行っている
ことを周知し、より多くの方へキャッシュレス決済の利用を促します。

窓口でのキャッシュ
レス決済の取扱い件
数︓5,900件
(修正後)
窓口でのキャッシュ
レス決済の利用率︓
18%

取組の効果

○窓口において、支払われた現金やお釣りの確認などの作業が発生しないので、手続きをスピー
ディーに行うことができ、待ち時間の短縮が図られます。
○現金での支払いが減ることにより、現金管理の事務負担が減少し、事務の効率化につながりま
す。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

窓口でのキャッシュ
レス決済の取扱い件
数︓5,500件

窓口でのキャッシュ
レス決済の取扱い件
数︓5,600件

窓口でのキャッシュ
レス決済の取扱い件
数︓5,700件
(修正後)
窓口でのキャッシュ
レス決済の利用率︓
16%

窓口でのキャッシュ
レス決済の取扱い件
数︓5,800件
(修正後)
窓口でのキャッシュ
レス決済の利用率︓
17%

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇今年度同様、窓口でキャッシュレスへの案内を継続します。
〇新たにキャッシュレス化ができる事務を探し、検討します。

備考
＜令和７年度計画変更＞目標値は発行件数に左右されない利用率（キャッシュレス決済／窓口発行件数）が
適切と考えられることから、令和７年度以降の目標を利用率に改め、目標値の年度上昇率は１％に設定しま
す。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇窓口でのキャッシュレス決済の取扱い件数︓7,517件（令和７年３月末現在）
〇キャッシュレス決済の利用率も、11.61％（令和５年度）から15.66％（令和６年度）に増加し
ました。

年度末評価 Ａ Ａ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 施設運営改善のための利用者ニーズの把握

実行課 支所総務課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 市民ニーズに合った使いやすい市庁舎等の実現

現状と課題
○アスピアこだまは平成27年６月のオープンから７年以上が経過しています。
○施設利用者のニーズの変化が考えられます。

取組内容
○施設利用に関する意見箱を設置し、利用者のニーズを把握します。
○利用者のニーズに合った施設運営に努めます。
○５年間で５件の運営改善を目指します。

新たに１件の改善を
実施

取組の効果
○施設の管理運営やサービス向上に役立てることができます。
○誰もが利用しやすい施設になります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

新たに１件の改善を
実施

新たに１件の改善を
実施

新たに１件の改善を
実施

新たに１件の改善を
実施

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇引き続き、利用者が快適に施設を利用できるよう、施設の運営改善に努めます。
〇経年劣化による破損や故障した箇所で怪我や不快感を与えないよう、迅速な対応や処置に努めま
す。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇１階窓口の待合用イスを、多くの方が快適に利用できるように交換しました。
〇１階のフロアやトイレの場所が分かりやすいように案内板の表示を改め、新しい物に交換しまし
た。
〇利用者からの要望等を各課からあげてもらうことで、情報の把握及び集約に努めました。

年度末評価 Ｂ Ｂ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇来庁者が求めているニーズを的確に把握し、適切なサービスを提供できるよう、引き続き３課の
連携を図ります。
〇来庁理由の伝達や連携方法について検証を続け、窓口サービスの向上を図ります。

備考

支所市民福祉課の業務に関連する部署
・市民税務係︓課税課、収納課、市民課
・福祉係︓地域福祉課、生活支援課、障害福祉課、介護保険課、高齢者福祉課
・保険子育て係︓子育て支援課、保育課、保険課、健康推進課、こども家庭センター

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇窓口対応における来庁理由の伝達や連携方法について３課で情報共有を行うことにより、各課の
職員が協力体制の認識を深めました。
〇来庁者の立場に立った分かりやすい説明と１つの窓口で手続きを効率的に行い、窓口サービスの
向上を図りました。

年度末評価 Ｂ Ｂ

取組の効果
アスピアこだま内の３課で窓口サービスの協力体制を構築することにより、来庁者が各窓口へ移動
することや来庁理由を何度も説明する必要が無くなり、窓口サービスの向上につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

支所市民福祉課内の
３係の連携を図り、
１つの窓口での対応
を開始。

アスピアこだま内の
３課の連携を図り、
手続き内容及び連携
方法を調整し、１つ
の窓口での対応を開
始。

手続きの流れ等に問
題があれば見直しを
行う。

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 窓口サービスの向上

現状と課題

○アスピアこだまへの来庁者は、現在、手続きごとに各課や各係の窓口へ移動しています。
○支所市民福祉課では、関連する１２課の業務を３係で分担して、主に児玉地域在住の方の申請や届出等を受け付けています。
○アスピアこだま内の３課（支所市民福祉課、支所総務課、支所環境産業課）が手続きに必要と思われる情報を共有し、効率よく手続き
を進められる窓口サービスを提供するため、３課の協力体制を構築することが課題となっています。

取組内容
アスピアこだま内の３課で手続きに必要な情報を共有し、各担当職員が窓口へ出向いて対応するこ
とで、１つの窓口で効率的に手続きができるよう連携を図り、窓口サービスの向上を目指します。

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 ワンチームで窓口サービスの充実を

実行課 支所市民福祉課 連携課 支所総務課、支所環境産業課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 窓口発券機の設置

実行課 支所市民福祉課 連携課 市民課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ６
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 窓口サービスの向上

現状と課題
○窓口での受付の順番が分からないため、受付状況が分かりづらくなっています。
○来庁者を氏名で呼び出しているため、プライバシー保護の面で課題があります。
○窓口付近に人が密集してしまうため、感染症等の感染防止対策の面で課題があります。

取組内容

○市民税務係の窓口に窓口発券機を導入することにより、「受付状況が分かりやすい窓口」、「プ
ライバシーが配慮される窓口」の体制を整えます。
○発券機の導入に合わせて、待合フロアに申請書記載方法等を案内する職員を配置し、窓口サービ
スの向上を目指します。

取組の効果

○窓口の受付状況を番号で表示することにより、待ち時間のストレス軽減が図られます。
○受付番号で呼び出すことにより、プライバシーが保護されます。
○申請書の記載漏れ等が少なくなることにより、待ち時間の短縮につながります。
○来庁者の目線に立った親切な対応につながり、窓口サービスの向上につながります。
○窓口付近での混雑が解消されることで、感染症等の感染防止対策につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

窓口発券機の導入に向
けて、業者選定・運用
方法等の検討を行う。

窓口発券機を導入。運
用方法等に問題があれ
ば見直しを行う。

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇今後はスマート窓口の導入が予定されていることから、これらの効果と合わせ、引き続き適切な
窓口業務の在り方について研究を進めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇係ごとに作成した番号札の利用と合わせ、窓口付近に職員を配置することで混雑を解消し、来庁者の利便
性向上とプライバシーの保護につなげました。
〇発券機導入について検討を重ねた結果、幅広い業務を扱う当課では職員による対応がより適切な窓口サー
ビスの向上につながることから、発券機導入以外での取組により、当初の課題を達成しました。

年度末評価 Ｂ 達成
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇庁内調査の結果を踏まえ、市民ニーズに合致した平日時間外・休日相談窓口の在り方の検討を進
めます。
〇市民の利便性向上に向けて、ICTの活用に限らず、より幅広い視点から多角的に検討を進めま
す。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

令和６年度は平日時間外・休日相談窓口の実施には至りませんでしたが、より効率的で効果的な相
談窓口とするために、試験的に実施する前に、まずは庁内での状況及び意見の把握を行うことが適
当であると考え、福祉部各課と保健部各課（一部）を対象とした庁内調査を実施しました。

年度末評価 Ｃ

これまでの実施状況
の効果検証、改善策
の検討

取組の効果 福祉各相談窓口の更なる充実により、より幅広い市民ニーズに対応することが可能となります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

平日時間外・休日相
談窓口を少なくとも
各1回実施し、市民
の相談ニーズを把握

ＩＣＴを活用した相
談サービスについて
の事例研究及び導入
検討

平日時間外・休日相
談窓口、ＩＣＴを活
用した相談サービス
の実施

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 地域福祉の推進体制づくり

現状と課題
○福祉部各課では、福祉に関する相談受付を平日の開庁時間に実施しています。
○社会状況や市民ニーズの変化等により、通常の開庁時間内に相談等を行うことが困難な市民の声
を拾うことができていない可能性があります。

取組内容

○平日時間外・休日相談窓口の開設等により市民の相談ニーズの把握に努め、より良いサービス提
供を目指します。
○ＩＣＴを活用した相談サービスのデジタル化なども含めて多角的に検討・実施を進め、市民の利
便性の向上に努めます。

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 福祉各相談窓口の更なる充実に向けて

実行課 地域福祉課 連携課 福祉部各課

開始年度 Ｒ６ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 障害者の地域生活を支える相談支援体制の充実と連携体制の構築（基幹型相談支援センター※の設置）

実行課 障害福祉課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 地域生活支援の充実

現状と課題

○高齢化の進行に伴い、障害者自身の高齢化や重度化、親が亡くなった後の支援、医療的ケアを要する障害児者の増加な
ど、地域で暮らす障害者の状況の変化による多様なニーズに対応するため、地域の相談支援体制の更なる強化と充実が求
められています。
○障害者の個別支援と地域課題の解決に取り組むための人材育成と更なる連携体制の強化が必要となっています。

取組内容
児玉郡３町と共同して、地域における相談支援の中核機関として民間事業者の高い専門性を活用し
た「基幹型相談支援センター」を設置し、障害福祉分野の重層的な相談支援体制の整備を図りま
す。

・基幹型相談支援セン
ター機能と相談支援体
制の見直しを行い、地
域全体で障害のある方
を支える包括的相談支
援体制を構築する

取組の効果

○地域の相談支援体制の強化により、専門性の向上や人材育成につながります。
○多分野の専門機関との協働により、障害者の地域生活支援の更なる充実につながります。
○地域の方や関係機関との連携の強化により、行政と民間事業者、市民団体など障害者を地域全体で支える
体制が構築されます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・相談の整理
・調整
・基幹型相談支援セン
ターの設置

・基幹型相談支援セン
ター機能の充実
（障害者理解促進のた
めの研修会、人材育成
のための研修会を開
催）

・基幹型相談支援セン
ター機能の充実
（相談支援体制のネッ
トワーク強化、自立支
援協議会※における地
域課題の検討）

・基幹型相談支援セン
ター機能の充実
（個別事例や地域課題
検討を通した多分野や
地域の人との連携体制
の構築）

Ｒ７年度に向けた
取組方針

○「地域の相談支援従事者に対する助言等の支援者支援」、「自立支援協議会の運営への関与を通
じた地域づくり」を主軸に事業を実施します。
○センター職員を２人から３人体制とし、拠点コーディネート業務の比重を高め、児玉郡市の地域
生活支援拠点等の中枢機関として、引き続き体制整備を推進します。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○センター設置後、児玉郡市共同の委託事業所間で連絡会議を定期開催し、センター設置当初から課題で
あった既存の委託相談事業との役割を整理して「児玉郡市障害者相談支援事業実施方針」を策定しました。
○重層的な相談支援体制の充実と連携構築のため、「困難事例における総合調整・専門的助言」「自立支援
協議会への関与を通じた地域づくり」「人材育成や虐待防止等に係る研修会の開催」等を実施しました。

年度末評価 Ａ Ａ
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改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用

実行課 高齢者福祉課 連携課 情報システム課

開始年度 Ｒ６ 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ICTの利活用による市民の利便性の向上

現状と課題

○高齢者福祉サービスの申請の多くは、市民やケアマネジャーが来庁し窓口で手続きをしていま
す。
○要介護者の様子を見ながら、時間を作って窓口に来るため、来庁することが負担になっている場
合もあります。

取組内容
○パソコンやスマートフォンを使った電子申請が可能な業務の選定を行い、計画的に電子申請の導
入及び推進をしていきます。

取組の効果
○高齢者福祉サービスの申請について、開庁時間を気にせずにいつでもオンラインで手続きが可能
になることにより、介護者の精神的な負担の軽減や利便性の向上につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

電子申請可能な手続
きの調査、選定

電子申請受付のため
のシステムの構築

Ｒ７年度に向けた
取組方針

令和６年度にリストアップした事業について、計画的に電子申請の導入を進めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇高齢者福祉サービスの事業内容等を確認し、電子申請可能な手続きのリストアップを行いまし
た。
〇電子申請可能な手続き︓８件

年度末評価 Ｂ
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改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）でいつでも待たずに手続き可能に

実行課 保険課 連携課 情報システム課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ICTの利活用による市民の利便性の向上

現状と課題

○国民健康保険及び後期高齢者医療制度に関する申請や届出の多くは、市民が来庁して窓口で手続
きをしています。
○手続きの受付期間が決まっている場合は窓口が混雑するため、手続きに時間がかかることがあり
ます。

取組内容
○パソコンやスマートフォンを使った電子申請が可能な業務の選定を行い、計画的に電子申請の導
入及び推進をしていきます。

電子申請受付件数︓
180件

取組の効果
○国民健康保険及び後期高齢者医療制度に関する申請や届出について、開庁時間を気にせずに、い
つでもオンラインで手続きが可能になります。
○市民の利便性の向上と窓口の混雑緩和につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

電子申請可能な手続
きの調査、選定及び
システムの作成

電子申請受付件数︓
54件

電子申請受付件数︓
90件

電子申請受付件数︓
126件

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇国民健康保険及び後期高齢者医療制度に関する広報・通知等に合わせ、電子申請による手続きの
周知を更に図っていきます。
〇電子申請が可能な業務を増やすことについて、引き続き検討を進めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇電子申請受付件数︓45件（年度目標比︓83%）
〇目標件数には達しなかったものの、電子申請による手続きが一定程度あったことで、利便性の向
上及び窓口の混雑緩和につながりました。

年度末評価 Ｂ Ｃ
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改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 地域子育て支援拠点事業「つどいの広場」のオンライン配信

実行課 子育て支援課 連携課 情報システム課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 子育て支援サービスの充実、ICTの利活用による市民の利便性の向上

現状と課題
児童センターで行っている「つどいの広場」は、親子が来館し参加する形式での開催のため、様々
な理由で参加を控える方もおり、「孤立・孤独」の子育てに陥りやすくなっている状況がありま
す。

取組内容 インターネットを活用し、オンラインによる「つどいの広場」を開催します。

取組の効果

○オンラインによる「つどいの広場」は、新型コロナウイルス感染症による要因に限らず、外出や交流を躊躇してしまう
など、様々な理由で子育て支援事業の利用につながらなかった子育て家庭への支援策となると考えます。
○一方的な配信方法ではなく、双方向により参加者が見える方法での開催を想定しているため、友人づくりのきっかけと
なる効果も期待できます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・先進地ヒアリング
・財源確保と物品調達
・配信内容の素案作成
と手順の整理
・配信までの環境整備

・広報活動
・リハーサル〜実施
・運用課題の精査

本格配信

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇様々な理由で児童センターの利用を躊躇されている方が安心して利用できるよう、初めての方向けの日を
設けて利用方法の説明や子育て相談に丁寧に対応し、安心して継続的に通える環境を整えます。
〇親子で楽しめるあそびの講座だけでなく、保護者がリフレッシュできる講座を開催し、地域全体で子育て
を支える取組を進めます。

備考

新型コロナウイルス感染症の流行により外出が制限されていた時期に計画しましたが、近年は自由に外出できるようにな
り、参加者の需要が見込めないと判断しました。参加者からは、小さなお子様がスマートフォン等の画面を長時間見続け
ることは難しく、対面での交流が望ましいとのご意見が多く寄せられました。そのため、今後の定期開催は見送ります
が、再びコロナ禍のような状況が発生した際には迅速にオンライン配信を行える準備を整えます。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇予定より早く準備が整ったことから、市ホームページへの掲載など、多岐に渡る広報活動の実施
した上で月に一度のオンライン配信を開始しましたが、参加者は１年間で３組でした。
〇映像だけで小さなこどもを惹きつけるのは難しく、保護者もこどもの対応に追われてゆっくり参
加することができないため、利用者は増加しませんでした。

年度末評価 Ｂ 達成
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

令和７年度前半は現在のアプリを使用しますが、後半には各クラスに新たにタブレット端末を導入
し、保護者と保育所間相互の連絡ツールとして使用することで、登園管理、遅刻・欠席連絡、連絡
帳をデジタル化し、現在の配信も含めてより一層活用の幅を広げたいと考えています。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇保育所だより、献立等を毎月定期的に配信した他、行事や給食の様子を画像データにして、活動
報告や各クラスからの連絡事項と一緒に随時配信しました。
〇保護者も配信を確認することに慣れて、令和７年３月現在のアプリ登録者数はいずみ保育所が
108人（園児数79人）、久美塚保育所が60人（園児数58人）となっています。

年度末評価 Ａ Ａ

取組の効果

○写真を活用することで、保育中の子どもの様子を家庭でも確認できるようになり、施設と家庭と
の間で子どもの成長を促す協力体制が生まれます。
○施設と保護者がアプリを使って容易に連絡が取れるようになり、保護者の利便性が高まります。
○家庭へ配布する紙類が減り、印刷や配布に係る業務量の削減につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・定期的に発行する通
知類（保育所だより、
献立表等）のアプリ配
信を開始
・年度末に在籍する全
ての園児の利用

・保育中の子どもの写
真を保護者が閲覧でき
るサービスを開始
・年度末に在籍する全
ての園児の利用

・保護者と保育所間で
の相互の連絡ツールと
して新たなアプリの活
用開始
・年度末に在籍する全
ての園児の利用

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 子育てと仕事の両立支援、ICTの利活用による市民の利便性の向上

現状と課題

○公立保育所では、令和４年度から施設と家庭をつなぐコミュニケーションアプリを導入しています。
○現在、アプリの利用は、施設から保護者に対して事務連絡（文字情報）を発することに限定しており、保
護者は施設の活動内容（毎月のお便りや献立、イベントの様子など）をアプリでは閲覧できません。また、
保護者からアプリを用いて施設に連絡が取れる仕組みになっていません。

取組内容
情報システム課と協議し、文字情報のみでのアプリ利用を開始しましたが、家庭とのコミュニケー
ションをより効率化するために、個人情報に充分配慮した上で画像情報の活用も進めていきます。

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 保護者向け連絡ツールアプリをもっと活用しよう

実行課 保育課 連携課 情報システム課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇過年度の状況を踏まえ、各種届出書の電子申請での受付環境の見直しと整備を進めます。
〇電子申請制度の周知を図り、各種届出書の電子申請件数の増加につなげます。

備考

〇工事完了届出書には工事写真の添付が必須となっていますが、工事内容により写真のデータ量に違いがあります。
〇電子申請の環境整備や周知のための期間を考慮し、当面の間は紙での受付を併用する予定です。
＜令和７年度計画変更＞各種届出書に適した電子申請上の受付環境の見直しを図った上で、システムの構築及び受付を開
始するため、令和７年度以降の目標を変更します。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

国が推奨している「e-Gov」を利用した道路占用許可申請のオンライン化について、デジタル庁と
国土交通省による説明会（R6.9.27）に参加しました。しかし、道路占用許可申請に特化したシス
テムであり、その他の手続きには対応できないため、運用方法の検討を行いましたが、導入には至
りませんでした。

年度末評価 Ｃ Ｃ

・各種申請書の電子申請に
よる受付を完了

（修正後）
・各種申請書の電子申請受
付件数︓10件
・工事完了届出書等の電子
申請受付件数︓30件

取組の効果
電子申請による受付を行うことで、自宅や事務所のパソコンからいつでも申請できるようになり、
申請者の手続時間の削減と受付サービスの向上につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・工事完了届出書の
電子申請受付件数︓
50件程度

・工事完了届出書の
電子申請受付件数︓
150件程度

・工事完了届出書の電子申
請受付件数:300件程度
・各種申請書の電子申請に
よる受付を検討
（修正後）
・電子申請に伴い受信サー
バーの構築及び、本庄市HP
での広報活動を実施

・工事完了届出書の電子申
請受付件数:400件程度
・各種申請書の電子申請に
よる受付を開始
（修正後）
・各種申請書の電子申請受
付件数︓5件
・工事完了届出書の電子申
請受付件数︓15件程度

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ICTの利活用による市民の利便性の向上

現状と課題
市道に関連する工事について、年間約400件の許可申請や工事完了届出書の提出を受け付けていま
す。しかし、窓口での受付は市役所の開庁時間のみとなり、受付業務が課題となっています。

取組内容

○工事の許可申請については、現場状況等に相違（道路・水路形状）があるため、当面は今まで通り窓口申請とします
が、工事完了届出書については内容が定形であることから、電子申請による受付を開始します。
○各種申請書（幅員証明・道路水路境界に関する証明願など）についても、電子申請による受付及び許可書の交付手続き
を検討していきます。

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 「本庄市オンライン窓口」（電子申請）の活用拡大

実行課 道路管理課 連携課 情報システム課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

管理不全な空き家が減少するよう業務委託により空き家所有者のニーズに応じた具体的な対応を実
施し、居住環境の改善やまちの再生、まちの活性化を目指します。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇指名競争入札により業者選定を実施しました。
〇令和７年度より、空き家対応におけるワンストップサービスを開始します。

年度末評価 Ｂ Ｂ

取組の効果

○管理不全な空き家が減少し、居住環境の改善やまちの再生、まちの活性化につながります。
○空き家所有者のニーズに応じた具体的な対応（売却や解体等）へ、円滑かつ着実に導くことがで
きるようになります。
○固定資産税等の税収の増加及び担当職員の削減につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・業務委託における
仕様書の検討

・公募型プロポーザ
ル※方式での業者選
定

・ワンストップサー
ビスの開始
・職員１名の削減

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 空き家・空き地等の対策

現状と課題

○市内には約1,900件（R2調査）の空き家が点在し、居住環境の悪化が懸念されています。
○近隣からの苦情や空き家所有者からの相談に対しては、改善通知やパンフレット配布等を行って
いますが、年々増加する事務負担に加え通知への応答がない事案の増加や個別課題に対応できる専
門業者を直接紹介できないことから、円滑かつ着実な空き家解消につなげられていない状況です。

取組内容

空き家に対する苦情対応（現地確認、改善通知、所有者訪問等）から所有者のニーズや課題（相続、遺言、適正管理、リ
フォーム、賃貸、利活用、売却、解体等）に応じた個別具体的な対応（各種補助制度の案内、解決方法の提示、専門業者
のあっせん等）までを総合的にコーディネートするための業務を民間事業者に委託することにより、空き家対応における
ワンストップサービスを導入し、市内に点在する管理不全な空き家を１つ１つ着実に減らします。

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 空き家対応におけるワンストップサービスの導入

実行課 都市計画課 連携課 建築開発課、環境推進課、支所環境産業課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

令和６年度同様、イベント開催時等にアンケート調査を実施し、公園整備、維持管理等に関する市
民意見の把握に努めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○本庄総合公園春まつりで本庄市内の公園における満足度や今後の整備要望等に関するアンケート
調査を行い、市民意見の把握に努めました。
○若泉運動公園でイベントを行った際、公園整備に関するアンケート調査を行い、市民意見の把握
に努めました。

年度末評価 Ｂ Ａ

・１公園以上で市民
意見を把握

取組の効果
○市民ニーズに応じた公園を整備することができます。
○魅力的な公園の整備につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・１公園以上で市民
意見を把握

・１公園以上で市民
意見を把握

・１公園以上で市民
意見を把握

・１公園以上で市民
意見を把握

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 都市公園の整備

現状と課題

○本市にふさわしい緑のあるべき姿やその実現のための施策の方針を定めることを目的に、緑の基
本計画を令和３年９月に策定しました。
○緑の基本計画の基本方針で、子どもの遊び場、健康維持の場、魅力的な休息の場など、多様な市
民ニーズに応える公園機能の充実を図る必要があります。

取組内容
公園の整備・公園の個別計画の策定・遊具の設置更新などにあたり、懇談会の開催や近隣住民など
から意見を伺う機会を持ち、市民意見の把握に努めます。

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 公園の整備や個別計画の策定などに係る市民意見の把握

実行課 都市計画課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 WEBアンケートによる市民ニーズの把握

実行課 市街地整備室 連携課 情報システム課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ICTの利活用による市民の利便性の向上、市民参加の促進

現状と課題

○現在、市内３駅を中心としたまちづくりを進めていく中で、本庄駅北口周辺整備をはじめとした様々な事
業を推進するためには「市民の声」が欠かせません。
○職員による個別訪問や紙媒体によるアンケートを多用していましたが、より効率的で省資源化に資する新
たな意見聴取の手段が求められています。

取組内容
○「本庄市オンライン窓口」（電子申請）のアンケート機能を活用し、市民アンケートを実施します。
○不特定多数を対象としたオープンアンケート※や、対象者を限定したクローズドアンケート※など、目的に
応じたアンケートを積極的に実施します。

取組の効果

○”新しい生活様式”に対応し、新たな市民のニーズに応えることができます。
○アンケート回答を通じて、市民のまちづくりへの関心を高め、積極的な関与を促すことができます。
○従来よりスピーディーに市民の意見等を把握し、事業の実効性を高めることができます。
○職員による回答項目の入力を省略できるため、事務の効率化につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

電子申請を活用した
アンケートの実施回
数︓３回

電子申請を活用した
アンケートの実施回
数︓４回

電子申請を活用した
アンケートの実施回
数︓５回

Ｒ７年度に向けた
取組方針

令和７年度は、駅周辺のまちづくりを進める業務の中で積極的に「市民の声」を集める機会を増や
す工夫を続け、実施回数を増やし、目標達成を目指します。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇令和６年度は４回の実施を目標としていましたが、実施回数は2回（まちなか再生宅地開発補助
金、本庄早稲田の杜まちづくりについて）にとどまりました。
〇目標達成に至らなかった理由としては、対象者より紙面による実施要請があったこと、当初に想
定していた事業の方向性に変化があったことなど、諸般の事情変更によるものです。

年度末評価 Ｂ Ｃ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 ＩＣＴ機器を活用した学習機会の提供

実行課 生涯学習課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 生涯学習の推進、ICTの利活用による市民の利便性の向上

現状と課題
○市内11か所の公民館では、講師との対面により多種多様な講座を開催しています。
○スマートフォンやタブレット端末等を使用してのコミュニケーションが普及する中で、自宅等で
手軽に参加できる「オンライン講座」のニーズが高まっています。

取組内容
○オンラインで開催可能な講座内容を研究し、講座の配信や参加を目指します。
○毎年開催し、令和９年度には11回の開催を目指します。

オンラインで参加可
能な講座の開催回
数︓11回

取組の効果

○参加者のニーズに応じた学びの場を提供することで、学習意欲の向上や継続につながります。
○オンラインでの開催により、若年層の参加が期待されます。
○会場へ移動する必要が無くなるため、参加者の利便性の向上につながるとともに、交通手段に制約がある方も参加しやすくなります。
○感染症等が流行した場合でも、講座の開催が可能となります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

オンラインで参加可
能な講座の開催回
数︓４回

オンラインで参加可
能な講座の開催回
数︓６回

オンラインで参加可
能な講座の開催回
数︓８回

オンラインで参加可
能な講座の開催回
数︓10回

Ｒ７年度に向けた
取組方針

オンラインによる参加が可能となるZoom、YouTubeでの配信による講座開催方法について研究を
進め、今後も目標達成に向けて取り組みます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇Zoomの入手方法や初期設定、ビデオ会議への参加方法など、オンラインの基本操作に関する講
座を１回開催しました。
〇講座では、公民館等へ直接足を運ばずにオンラインで参加可能なZoomを用いて、スマートフォ
ンやタブレット、パソコンによるオンライン環境を体験していただきました。

年度末評価 Ｃ Ｃ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

引き続き、窓口やホームページ等でウェブ予約の周知に取り組み、窓口業務の簡素化と図書館サー
ビスの向上を図ります。

備考
＜令和６年度計画変更＞ウェブ予約割合は全体の予約件数の影響を受けやすいため、令和６年度以降の計画
では、ウェブ予約の件数の増加を目標に取り組むこととし、取組内容及び各年度達成目標を変更しました。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇チラシの配布や館内掲示により、ウェブ予約について積極的に周知を行いました。
〇令和５年度実績 予約件数︓17,898件 うちウェブ予約件数︓11,910件
 令和６年度実績 予約件数︓18,963件 うちウェブ予約件数︓13,536件

年度末評価 Ｃ Ａ

年間ウェブ予約件
数︓13,500件

取組の効果 窓口業務の簡素化と図書館サービスの向上につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

年間予約件数におけ
るウェブ予約割合:
３％増加

年間ウェブ予約件
数︓12,000件

年間ウェブ予約件
数︓12,500件

年間ウェブ予約件
数︓13,000件

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 図書館の充実

現状と課題
図書を予約する際に、パスワード登録（予約機能を利用するための登録）がされていない利用者
は、窓口で「予約申込書」に記入のうえ予約していただいています。

取組内容
○図書館ホームページからの予約の周知を図ります。
〇利用者にパスワード登録を推奨し、年間ウェブ予約件数の増加を目指します。

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 インターネット等を利用した蔵書の検索や予約

実行課 図書館 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 １．行政サービス改革
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頁

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

5118 庁内での横断的な内水浸水箇所の情報共有 下水道課 R5 R9 B

16 民間の技術力を活用した業務の効率化を目指します 水道課 R5

A

B

3 ペーパーレス「一歩先へ︕︕」
企画課

情報システム課
R6 R7

17
ICT技術を取り入れた浄水場や配水場などの管理を行い
ます

水道課 R5 R8 B

B

R7

15 公営企業会計システムの機能向上 水道課 R5 R8

A

B

14 市営住宅の管理代行 営繕住宅課 R5 R6

13 農地パトロールにタブレット端末を活用 農業委員会事務局 R5 R6 達成

達成

12
企業誘致推進及び産業用地創出に向けた庁内協力会議の
設置

産業開発室 R5 R9

11 ゼロカーボンシティ実現に向けた民間活力の活用 環境推進課 R5 R9

A

A

10 オンライン会議の推進 子育て支援課 R5 R9

9 介護認定調査業務のデジタル化 介護保険課 R5 R6 C

A

8
市民の気持ちに寄り添える福祉相談を目指そう（庁内連
携とアセスメントシートの共通化）

生活支援課 R5 R7

7 職員訓練の実施 危機管理課 R5 R9

A

A

6 審議会等への女性委員登用の向上 市民活動推進課 R5 R9

5 郵便料金計器の活用 行政管理課 R5 R7 達成

C

4 物品等競争入札に係る電子入札システムの活用 財政課 R5 R8

2 職員提案制度の活性化 企画課 R5 R9

1 公共施設の包括管理 企画課 R5 R8 B

改革分野   ２．業務改善・効率化改革
計画数 18

計画名 実行課
開始
年度

達成目標
年度

年度末
評価

(R6年度)
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 公共施設の包括管理※

実行課 企画課 連携課 財政課、各公共施設所管課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ８
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 公共施設等の適正な配置、民間委託等の推進

現状と課題
○公共施設の維持管理等について、各委託業務を含めて公共施設所管課にて実施しています。
○各公共施設の維持管理等の状況や改修等の予定について、情報が取りまとまっておらず、計画へ
の反映や予算措置に影響が生じています。

取組内容
○全ての公共施設の維持管理の一元化を図るため、包括管理を導入します。
○包括管理実施前と比較して、財政負担の軽減及び市職員の業務効率化を図ります。

・公募による対話型
市場調査※の実施
・公募型プロポーザ
ルの準備及び実施
・委託業者の決定及
び契約の締結

・包括管理の実現
・取組効果の検証

取組の効果
○財政負担の軽減及び市職員の業務効率化につながります。
○公共施設管理の一元化に伴い、全ての公共施設の情報把握、維持管理等の効率化につながりま
す。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

Ｒ７年度に向けた
取組方針

対象施設の各種情報を公開用に整理した上で市場調査を実施し、公募型プロポーザルに向けた準備
を進めます。

備考
＜令和６年度計画変更＞計画の進捗状況を踏まえて、令和６年度以降の計画では、達成目標年度である令和
８年度は変更せずに、令和６年度及び令和７年度の各年度達成目標を変更しました。

２．業務改善・効率化改革

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○包括管理導入自治体を視察し、導入準備や対象施設・業務の内容を確認するとともに、導入・実
施に向けて必要となる本市の組織体制の整理を図りました。
○公共施設マネジメントを担当する組織体制の構築を図り、令和７年度から「資産マネジメント推
進課」にて業務に取り組みます。

年度末評価 Ｂ Ｂ

各年度達成目標

・包括管理の実施に
向けた情報の収集
・組織体制の構築準
備
・対象施設の各種情
報の洗い出し

・組織体制の構築準
備
・対象施設の各種情
報の洗い出し
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 職員提案制度の活性化

実行課 企画課 連携課 全庁

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 職員の意識改革と人材育成

現状と課題

○「本庄市職員提案規程」に基づいて提出されたアイディアに対し、優秀なものを実現していくことにより、市職員の創
意工夫ややる気を促し、市民の利便性向上や市役所の発展に役立てています。
○提案件数が令和元年度は12件、令和２年度は10件、令和３年度は５件、令和４年度は４件と減少しています。
○職員の業務改善への意識を向上させ、提案件数を増加させる必要があります。

取組内容 職員への説明会を開催し、提案件数の増加を目指します。

・提案件数︓８件
以上
・職員提案について
の説明会を開催

取組の効果

○市職員が自ら改善案を積極的に出していくことで、多くの改善案が庁内で情報共有され、市民の
利便性向上や事務改善につながります。
○職員提案が多くの市職員に活用されることによって、市職員がお互いに切磋琢磨し、意識を高め
合いながら、活力ある組織風土を形成することができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・提案件数︓11件
以上
・職員提案について
の説明会を開催

・提案件数︓８件
以上
・職員提案について
の説明会を開催

・提案件数︓８件
以上
・職員提案について
の説明会を開催

・提案件数︓８件
以上
・職員提案について
の説明会を開催

Ｒ７年度に向けた
取組方針

○職員が職員提案制度について興味を持つような周知方法を研究し、引き続き提案件数の増加を図
ります。
○採用提案が市民の利便性向上や市の発展に役立てられるよう、実施に向けて関係各課と情報を共
有します。

備考

説明会の開催については、有効性及び効率性を考慮した上で手法を検討します。

＜令和６年度計画変更＞令和６年度以降の計画では、過去５年間の平均提案件数7.6件を達成できるよう、各
年度達成目標を変更しました。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○令和６年度の提案件数は10件であり、目標を達成しました。
○職員提案制度及び提案募集の周知方法について、有効性及び効率性を考慮し、説明会ではなくグ
ループウェアシステムの掲示板に複数回掲載する方法を用いて、全職員に周知しました。
○提案の受理・不受理の決定回数を、年１回から年４回に変更しました。

年度末評価 Ｃ Ａ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

○令和７年度に実施予定のグループウェアシステムの更新に伴い、ペーパーレスの運用方法に修正
が生じる可能性があるため、企画課、情報システム課で連携し、必要に応じて運用方法を修正しま
す。
○庁内の会議等以外の事務についても、ペーパーレス化を推進します。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○職員用パソコンの更新に併せて、「庁内会議等におけるペーパーレスに関する方針」を策定し、
庁内の会議等は原則としてペーパーレスで実施することとしました。
○方針内でペーパーレスの運用方法を定め、全職員に周知しました。

年度末評価 Ｂ

取組の効果
○資料を紙に印刷する作業が不要となるため、業務効率の向上につながります。
○コピー用紙や複合機等にかかるコストの削減につながります。
○紙資源の削減につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・職員に持ち運び可能
なパソコンを配布
（令和7年2月を予定）
・庁内の会議等におけ
るペーパーレスの運用
方法の検討・実施

・庁内の会議等におけ
るペーパーレスの運用
方法を見直し、必要が
あれば修正を行う

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ＩＣＴの利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題
ペーパーレス会議システムや電子決裁システムの導入により、庁内のペーパーレスを進め
ていますが、一部の会議・研修・打ち合わせ等においては、現在も紙の資料を使用してい
ます。

取組内容

○職員に対し、現在のノートパソコンの更新の際に、小型で持ち運び可能なパソコンを配布しま
す。
○庁内の会議等の資料は原則としてデータ提供とし、職員がパソコンを持参することでペーパーレ
スを実現します。

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 ペーパーレス「一歩先へ︕︕」

実行課 企画課、情報システム課 連携課 全庁

開始年度 Ｒ6 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 物品等競争入札に係る電子入札システムの活用

実行課 財政課 連携課 全庁

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ８
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 市民の信頼に応える行財政経営を進めるまち、ICTの利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題

○物品等競争入札は、郵便入札により実施しています。
○郵便入札では、指名業者への通知封入作業を職員が行っていることから、封入誤りや未送付等の疑義がわずかではあり
ますが発生している状況にあります。
○物品等競争入札参加資格者名簿※の登録は書面申請であり、審査及び入力事務に相当な時間を要しています。

取組内容
○埼玉県電子入札共同システム※を利用し、申請書類の送付漏れ等を防ぎ、公平・公正な入札を実施します。
○物品等競争入札参加資格者名簿の登録について、埼玉県共同受付※に参加することにより、市職員の業務効
率化及び事業者の負担軽減を図ります。

取組の効果

○電子入札となることにより、必要書類がシステム添付となり、書類の誤送付及び送付漏れ等を防ぐことができます。
○電子入札となることにより、郵便・電話・ファックスでのやり取りがオンライン上でペーパーレス化されるため、業務の効率化につな
がります。また、事業者の郵送料等の負担軽減につながります。
○埼玉県共同受付に参加することにより、埼玉県が一括して申請受付・共通部分の審査を行うため、業務の効率化につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

埼玉県電子入札共同
システム導入に向け
た準備（埼玉県との
調整等）

埼玉県電子入札共同
システム導入に向け
た準備（業者への周
知・システムの環境
設定・埼玉県との協
定等）

埼玉県電子入札共同
システムを適正かつ
円滑な導入・運用。
埼玉県電子入札共同
システムの再開発に
よる新システムへの
対応準備。

埼玉県電子入札共同
システムを適正かつ
円滑な運用。
埼玉県電子入札共同
システムの再開発に
よる新システムへの
対応。

Ｒ７年度に向けた
取組方針

○令和７年４月以降、県システムによる入札運用を適正かつ円滑に運用します。
○県システムによる年４回の入札参加資格者名簿の追加申請を、適正かつ円滑に処理します。
○令和８年度に予定されている県システムの再開発による新システムへの対応の準備を行います。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○埼玉県電子入札共同システムの導入に必要な関係例規の整備、県システム運用の環境設定、市契約管理システムの改修
などを実施しました。
○県システム導入を広報紙及び市ホームページにより亊業者に周知するとともに、県システムによる入札運用を全庁に周
知しました。
○先進地域の調査を行い、本市の独自書類の数を減らして亊業者の負担を軽減しました。

年度末評価 Ａ Ａ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

引き続き、郵便業務に係る時間に削減に努めます。

備考

SDGs関連№

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇行政管理課及び各課の郵便業務の効率化並びに正確な郵便発送を行うことができました。
〇郵便料金計器による郵便発送業務に加え、郵便料金予算を行政管理課で一元管理することによ
り、郵便業務に係る時間の令和３年度比削減率は７５％になりました。

年度末評価 Ａ 達成

各年度達成目標

郵便業務に係る時間
の令和3年度比削減
率︓55％

郵便業務に係る時間
の令和3年度比削減
率︓65％

郵便業務に係る時間
の令和3年度比削減
率︓75％（達成率
100%）

取組の効果
行政管理課及び各課の郵便業務に係る時間を削減でき、職員が時間をかけて対応すべき業務に注力
できます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ＩＣＴの利活用による市民の利便性の向上

現状と課題

○行政管理課では、毎日、各課が作成した依頼票を基にすべての郵便物を確認後、集計表に担当課・郵便種別・重量・数量を入力（延べ
約2.5時間）し、差出票を作成し郵便局に持ち込んでいます。
○月次処理として郵便局からの請求書を基に、各課の月間料金確認作業（月1日︓約3時間）を行っています。
○各課でも、毎日、郵便物の郵便種別・重量・数量を確認（各課合計約1時間）し、行政管理課への依頼票を作成しています。

取組内容
毎日発生する郵便業務の効率化を図るとともに、正確な郵便発送を行うため、令和４年10月に郵便
料金計器を導入しました。この郵便料金計器の導入メリットを最大限生かします。

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ７

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 郵便料金計器※の活用

実行課 行政管理課 連携課 全庁

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 審議会等への女性委員登用の向上

実行課 市民活動推進課 連携課 関係各課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 男女共同参画の推進

現状と課題

○審議会等における女性委員の割合は、令和４年４月１日時点で22.3％となっており、平成30年度から横ばいとなっています。総合振興
計画及び男女共同参画プランでは、女性委員の割合の目標値を30％と設定していますが、 目標達成には至っていません。
○様々な分野での政策・方針決定の場への女性の参画を進めるため、審議会等への女性比率を高めるための取組を継続していく必要があ
ります。

取組内容

○男女共同参画推進の意義及び本市の現状を全庁的に共有し、女性委員の割合が30％を下回っている審議会
等の所管課等に対して、関係団体に委員の推薦を依頼する際の通知に、女性委員の推薦について御協力をお
願いする旨の文言を盛り込むよう働きかけます。
○令和９年度の女性委員の割合が30％となることを目指します。

審議会等における女
性委員の割合︓
30％

取組の効果 性別による偏りがない意見を市政に反映することができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

審議会等における女
性委員の割合︓
23.9％

審議会等における女
性委員の割合︓
25.5％

審議会等における女
性委員の割合︓
27.1％

審議会等における女
性委員の割合︓
28.7％

Ｒ７年度に向けた
取組方針

○男女共同参画推進の意義及び本市の現状を全庁で共有し、女性委員の割合が３０％を下回る審議会等の所管課に対し
て、関係団体への委員推薦文書に女性委員の推薦に協力を求める旨の文言を盛り込むよう、引き続き働きかけます。
〇審議会等により任期満了日が異なることや、欠員に伴う補欠委員の推薦依頼の際などの様々な機会に対応できるよう、
引き続きグループウェア掲示板を活用した働きかけに努めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○女性委員の割合は24.9%となり、令和6年度の目標に達しませんでした。（R7.4.1時点）

年度末評価 Ａ Ｃ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

引き続き訓練を実施し、より多くの職員に災害時の業務内容を浸透させ、課題解決に向けて取り組
みます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

市と関係団体による情報伝達訓練や避難所担当部局の職員による避難所開設訓練等を行い、職員の
災害対応能力向上と災害時の業務内容の浸透が図れました。

年度末評価 Ａ Ａ

１つ以上の内容の訓
練を実施

取組の効果
○各部署が、地域防災計画及び各種関連計画等に基づく業務及び行動マニュアルを身につけること
ができます。
○訓練の実施により、災害時の体制にスムーズに移行でき、業務改善及び効率化が図られます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

１つ以上の内容の訓
練を実施

１つ以上の内容の訓
練を実施

１つ以上の内容の訓
練を実施

１つ以上の内容の訓
練を実施

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 防災体制の推進

現状と課題
○地域防災計画に基づく市の業務について、各部署が担う業務内容が浸透していません。
○浸透している部署でも、災害経験が少ないため訓練の実施が必要です。

取組内容 地域防災計画及び各種関連計画等に基づいて、情報伝達訓練等を計画し実施します。

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 職員訓練の実施

実行課 危機管理課 連携課 関係各課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 市民の気持ちに寄り添える福祉相談を目指そう（庁内連携とアセスメントシート※の共通化）

実行課 生活支援課 連携課 地域福祉課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 支援への理解を深める取組と支援ネットワークづくり

現状と課題

○相談窓口で使用するアセスメントシートの共通化を進めるなかで、関係各課との協力体制を構築
しています。
○複合的で複雑な福祉の相談に対応していくためには、さらなる庁内連携強化が重要であり、福祉
総合相談窓口※機能の検証やアセスメントシートの共通化を課題として取り組む必要があります。

取組内容

○各相談窓口で使用しているアセスメントシートの共通化を図ります。
○福祉総合相談窓口機能の検証やアセスメントシートの共通化への協議を通して、対応する職員が
市民からの相談に対して組織を超えた包括的な支援をしていくという意識を醸成させていきます。
○複雑なケースについて、支援方針を話し合う支援会議を開催します。

取組の効果

○所管外の内容を含む相談を受けた場合でも、共通化されたアセスメントシートにより、担当課へ
相談内容の円滑な引き継ぎができるようになり、迅速で横断的な対応が可能になります。
○複合的で複雑な福祉の相談についても、福祉総合相談窓口でコーディネートを行い、包括的な支
援を行うことができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・アセスメントシー
トの共通化達成
・福祉総合相談窓口
機能の検証
・支援会議開催のた
めの連絡会議を開催

・支援会議の開催と
検証
・行政以外の機関等
の支援会議への参加
の検討

・行政以外の機関等
が参加した状態での
支援会議の開催
・年度末までに相談
体制について検証す
る検証会議の開催

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇支援者の状況に応じて、行政以外の機関等も参加する支援会議を開催し、情報共有及び支援内
容、支援方針について検討を図ります。
〇より多くの支援機関が支援会議に参加することにより、複合的で複雑化した問題について、組織
を超えた包括的な支援を実現するという意識の醸成に努めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇支援会議を開催し、関係各課と支援者の情報共有及び支援内容、支援方針を検討しました。
〇支援会議以外でも、相談者の状況に応じて関係各課と情報共有し、複合的で複雑な相談について
部局の垣根を超えた支援を実施しました。
〇行政以外の機関等からの支援会議出席者の守秘義務について、誓約書の提出等を検討しました。

年度末評価 Ａ Ａ

-41-



本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 介護認定調査業務のデジタル化

実行課 介護保険課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ６
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 介護・福祉のサービスの連携と充実、ICTの利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題

○要介護認定者数が増加する一方、専門知識を必要とする調査員の育成には時間がかかり、調査員の経験差で記載レベルに違いが出てい
る現状があります。また、調査時のメモを清書して調査票を作成するため、調査員の負担が大きくなっています。
○要介護認定審査会での迅速かつ正確な認定のために、調査票の品質を担保しながら作成時間を短縮し、確認作業を効率化することが課
題となっています。

取組内容
調査員へタブレット端末を１人１台貸与し、モバイル訪問調査システム※を利用することにより、
要介護認定調査業務のデジタル化を推進し、調査票の品質を維持しながら作成時間の短縮を図りま
す。

取組の効果

○調査票の選択肢による回答により、文章表現の均一化が可能となります。
○タブレットに直接記入ができ、清書が不要となるため、調査票の作成時間を短縮することができます。
○調査員以外の職員が行う調査票確認の時間を短縮することができます。
○調査票の視認性と精度の向上を図ることができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・国が進めている基幹
業務システム等の標準
化※が影響するため、
動向を注視しながら、
モバイル訪問調査シス
テムの内容精査等を実
施する。

・モバイル訪問調査
システムを導入
・介護認定調査票の
作成時間を1か月あ
たり約160時間短縮

（追加）
・国が進めている基幹業
務システム等の標準化※が
影響するため、動向を注
視しながら、モバイル訪
問調査システムの内容精
査等を実施する。

（追加）
・国が進めている基幹業務
システム等の標準化※が影
響するため、動向を注視し
ながら、モバイル訪問調査
システムの内容精査等を実
施する。

Ｒ７年度に向けた
取組方針

令和７年９月に本稼働する統一化された介護保険システムの内容と、モバイル訪問調査システムと
の連携状況をシステム会社へ随時確認し、導入可否を見極めます。

備考

月に300件の申請のうち、直営調査は約80％→１か月間の調査票作成件数は約240件。
調査票作成時間を1件につき約40分短縮できると想定。240件×40分＝9,600分…１か月あたり約160時間の短縮。

<令和７年度計画変更>システム間の連携状況を確認した上での導入を図るため、「達成目標年度」を「R6」→「R8」に
変更します。また、達成目標年度の変更に伴い、「各年度達成目標」を追加します。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇国が進めている基幹業務システム等の標準化により、令和７年９月に既存の介護保険システムか
ら統一化された介護保険システムに変更となります。
〇現状では、統一化された介護保険システムでモバイル訪問調査システムが導入可能か未確定の状
況です。

年度末評価 Ｃ Ｃ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

引き続き、市主催の会議のオンライン開催に努め、会議に参加するための移動にかかる労力や時間
を削減し、民間学童保育クラブの負担軽減に努めます。

備考
＜令和７年度計画変更＞令和７年度以降の達成目標について、日程等の都合により欠席になる事業者もいる
ため、「出席者のうちオンラインで会議に参加する事業者割合」に変更します。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇民間学童保育クラブに対して、パソコンの利用をサポートすることにより、オンライン会議に参
加してもらうとともに、補足説明が必要な資料についてオンライン上で説明しました。
〇会議名 令和６年度放課後児童対策事業委託等に関する説明会議
 参加事業者数 １５クラブ（出席者のオンライン利用割合︓１００％）

年度末評価 Ｂ Ａ

・オンラインで会議に
参加する事業者数︓18
事業者
＜修正後＞
・出席者のうちオンラ
インで会議に参加する
事業者割合 １００％

取組の効果
ＩＣＴの活用により、会議に参加するための移動にかかる労力や時間を削減し、効率的な会議の開
催が可能になります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・パソコンの操作が困
難な事業者をサポート
し、操作を可能にす
る。
・オンラインで会議に
参加する事業者数︓14
事業者

・オンラインで会議に
参加する事業者数︓15
事業者

・オンラインで会議に
参加する事業者数︓16
事業者
＜修正後＞
・出席者のうちオンラ
インで会議に参加する
事業者割合 １００％

・オンラインで会議に
参加する事業者数︓17
事業者
＜修正後＞
・出席者のうちオンラ
インで会議に参加する
事業者割合 １００％

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ICTの利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題

○令和3年度に市内の全学童保育クラブにパソコンが設置されましたが、スムーズに活用できていない学童保育クラブも
あります。
○学童保育クラブの担当者が一堂に集まり、市役所で会議を開催していますが、遠方の学童保育クラブは市役所への移動
に片道30分以上かかる現状があります。

取組内容 民間学童保育クラブのパソコン操作をサポートし、オンライン会議を導入します。

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 オンライン会議の推進

実行課 子育て支援課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

協定締結企業との会議や市内事業者との意見交換を継続して実施し、市内事業者の脱炭素経営への
意識の醸成を図るとともに、本庄市事業所用エネルギーシステム導入事業補助金の活用を促し、事
業所への再エネ導入、省エネ化を進めます。

備考
＜令和６年度計画変更＞令和６年度以降の計画では、市内事業者との意見交換を積極的に実施するため、意
見交換の実施回数を各年度達成目標に追加しました。

２．業務改善・効率化改革

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇協定締結企業との会議を１回行い、埼玉県エネルギー環境課も出席の上で、再エネ電力の地産地
消に向けた取組を検討しました。
〇児玉工業団地工業会の会合参加企業に、市の補助制度の紹介や市の取組について意見交換を実施
しました。（情報交換会参加企業数︓１４事業者 新春賀詞交歓会参加企業数︓１３事業者）

年度末評価 Ｂ Ａ

各年度達成目標

・会議の開催回数︓
年間３回
・会議における提案や取
組を「地球温暖化対策実
行計画【区域施策編】」
へ反映

・会議の開催回数︓
年間１回以上
・会議参加事業者の増加
・意見交換を延べ10事業
者以上と実施

・会議の開催回数︓
年間１回以上
・「地球温暖化対策実行
計画【区域施策編】」の
取組の進捗情報を共有
・意見交換を延べ10事業
者以上と実施

・会議の開催回数︓
年間１回以上
・「地球温暖化対策実行計
画【区域施策編】」の取組
の進捗情報を共有
・意見交換を延べ10事業
者以上と実施

・会議の開催回数︓
年間１回以上
・「地球温暖化対策実行計
画【区域施策編】」の見直
しとともに、取組の評価・
検証を行い、見直しへ反映

取組の効果
○地球温暖化対策を全庁的な課題として共有し、庁内で連携して取り組むことができます。
○「地球温暖化対策実行計画【区域施策編】」の策定において、民間事業者等の提案や取組を採用
することにより、市民・事業者と一体となって地球温暖化対策を進めることができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 地球温暖化防止対策

現状と課題

○令和３年度より、主に「電気自動車を活用したＳＤＧｓ連携協定」を締結している相手先の企業と「脱炭素勉強会」を開催していま
す。勉強会は、本市のゼロカーボンシティの実現を目指し、参加者各自の所属の立場を越えて、皆で学びを深めるカジュアルな場とし
て、不定期に開催しているものです。
○参加者が限定的な範囲にとどまっており、また、「フィードバックを求めない」会としているため、良いアイデアや意見があっても、
ゼロカーボンシティの実現のための取組へつながりにくいものとなっています。

取組内容

○勉強会に市が積極的に関与することにより、会議に発展させ、ゼロカーボンシティ実現に向けた
目標・課題ごとに庁内各部署から参加者を募ります。
○会議において、民間事業者等のゼロカーボンシティ実現に向けた提案や取組を紹介してもらい、
有効な提案や取組を採用することにより、市域における取組の強化を図ります。

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 ゼロカーボンシティ※実現に向けた民間活力の活用

実行課 環境推進課 連携課 全庁

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

今後の企業誘致の在り方や新たな産業用地の創出に向けた調査研究等を行うため、効率的・効果的
に庁内連携を図る場として、引き続き庁内協力会議を開催します。

備考

SDGs関連№

新規企業誘致件数︓
１〜２件

Ｒ６年度末の
取組状況報告

会議を設けることにより、企業誘致に関する課題の整理や情報共有を行い、進出への後押しを行っ
た結果、２件の企業誘致につなげることができました。

年度末評価 Ｂ Ｂ

各年度達成目標

新規企業誘致件数︓
１〜２件

新規企業誘致件数︓
１〜２件

新規企業誘致件数︓
１〜２件

新規企業誘致件数︓
１〜２件

取組の効果

○庁内調整を図ることで立地相談の円滑化や開発手続等のスピード化につながり、企業の進出を後押しする
ことができます。
○企業誘致にかかる課題や効果などの意識共有を図ることで、庁内連携を促進することができます。
○新たな産業用地の創出に向けた、全庁的な課題の共有を図ることができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 優良企業の誘致、工業用地の確保、工場の適正配置

現状と課題

○市内へ新たな工場等の建設を計画している企業の情報を庁内で共有し、法的手続等を円滑に進め
られるよう促進を図り、事務負担の軽減や効率化への課題に取り組んでいます。
○新たな産業用地の創出に向けた、調査研究に必要な関係法令やまちづくりとの整合性を図る情報
共有の場を設け、庁内連携の強化・全庁的な課題の共有に取り組んでいます。

取組内容
庁内の関係機関と実務者レベルでの会議を開催し、課題解決のスピードを上げることを目指しま
す。

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 企業誘致推進及び産業用地創出に向けた庁内協力会議の設置

実行課 産業開発室 連携課 財政課、環境推進課、商工観光課、農政課、道路管理課、道路整備課、都市計画課、建築開発
課、水道課、下水道課、文化財保護課、農業委員会事務局など

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

農業委員・農地利用最適化推進委員へのタブレット端末の活用について周知することができ、事務
局においてもタブレット端末の使用が浸透してきたことから、引き続き有効に活用を進めていきま
す。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇事務局において、市内全１０地区のタブレット端末を利用した農地パトロールを実施しました。
〇農業委員等による農地パトロールにおいても、一部の地区では事務局が同行し、山間部等の場所
の特定が困難な農地の状況を確認することができました。

年度末評価 Ｂ 達成

取組の効果

○紙ベースの地図作成に係る労力が削減され、事務の省力化が図られます。
○カメラ機能により撮影された写真と位置情報の紐付けによる調査の精度の向上と、調査員による
現地確認の結果のタブレット端末への直接入力により、調査後の集計作業の労力の軽減が図られま
す。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

市内全10地区のうち、
本庄地域と児玉地域か
らモデル地区を各１地
区選定し、事務局が同
行してタブレット端末
を活用した農地パト
ロールを実施

市内全10地区におい
て、事務局が同行して
タブレット端末を活用
した農地パトロールを
実施

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） ICTの利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題

○農業委員会では、農地利用の確認や遊休農地の実態把握などを目的とした農地パトロールを、毎
年、農業委員・農地利用最適化推進委員を調査員として実施しています。
○調査は、事務局職員が紙ベースの地図等を作成し、調査員が現地調査を行っていますが、調査後
の事務局職員による集計作業の労力や正確な農地の位置の把握が課題となっています。

取組内容
農地パトロールにタブレット端末を活用し、デジタル地図の活用及び衛星利用測位システム
（GPS）機能の使用により、農地の正確な位置確認と地図作成や集計作業などの省力化を図りま
す。

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 農地パトロールにタブレット端末を活用

実行課 農業委員会事務局 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ６
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

引き続き市営住宅の管理について、埼玉県住宅供給公社と協議・調整を図りながら実施します。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

市営住宅管理業務について、埼玉県住宅供給公社による管理代行を開始することができました。

年度末評価 Ｂ 達成

取組の効果
○市営住宅管理業務において、入居に関する手続き、小規模修繕、施設維持管理等について、埼玉
県住宅供給公社が代行することにより、事務の効率化が図られます。
○夜間催告等を委託することにより、収納率は１パーセントの向上が図られます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

管理代行に向けた準
備
・埼玉県住宅供給公
社との協議・調整
・市営住宅管理条例
の改定

管理代行開始

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 市営住宅の管理、民間委託等の推進

現状と課題

○市営住宅は築５０年を経過するものもあり、入居者からの修繕依頼が年々増加しています。
○軽微な修繕等は職員が対応し、それ以外は業者発注で対応しています。修繕対応に業務時間の大半を取られているた
め、退去した住宅の改修が後回しになり、新たな入居希望者への入居案内が遅れている状況となっています。
○滞納家賃の収納業務等の夜間収納を実施できていません。

取組内容 市営住宅管理事業において、事務の効率化を図るため、埼玉県住宅供給公社※に市営住宅の管理代
行を委託します。

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 市営住宅の管理代行

実行課 営繕住宅課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ６
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 公営企業会計※システムの機能向上

実行課 水道課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ８
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 健全な水道経営、ICTの利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題

○現在、水道課で使用している公営企業会計システム※は電子決裁システム※が搭載されていないた
め、紙文書で決裁しています。
○令和５年度から令和６年度にかけて、金融機関の公金事務取扱費用の見直しが実施されるため、
市から金融機関へ支払う手数料の増加が見込まれています。

取組内容
〇令和８年度に実施する公営企業会計システムの更改にあたり、電子決裁システムの導入を検討
し、支払に関しできる限り手数料がかからない方法を検討します。
○事業者や近隣市町等から情報収集を行い、適切な公営企業会計システムへの更改を目指します。

取組の効果

○電子決裁システムを導入することで紙文書が削減されるとともに、職員が紙の支払伝票を市役所
へ持参する必要が無くなり、テレワークが進む等の事務改善が図られます。
○金融機関への手数料等の経費削減を図りながら、本市の要望に最適な公営企業会計システム等に
更改することができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

令和６年度に実施す
る公募型プロポーザ
ルに向けた公営企業
会計システムの仕様
の調査・検討

市の要望に最も沿っ
た業者選定の実施

落札業者とのシステ
ムの詳細な打ち合わ
せ

公営企業会計システ
ムの更改・検証

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇選定した業者と新システムへのデータ移行を進めるとともに、新たに導入する電子決裁システム
を含めた運用の見直しを実施します。
〇令和７年１０月１日に予算編成システム、令和８年４月１日にシステム本体を稼働します。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇指名型プロポーザルの結果、電子決裁システムの導入が可能なシステム業者を選定することがで
きました。
〇紙文書の削減に加え、テレワークの推進や決裁事務の効率化等の業務改善への枠組みを確立しま
した。

年度末評価 Ｂ Ａ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 民間の技術力を活用した業務の効率化を目指します

実行課 水道課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ７
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 健全な水道経営、民間委託等の推進

現状と課題

○水道施設（管）の老朽化対策に加え、他事業に伴う水道管整備もある状況の中で、施設の更新需要への対応や災害への
備えが求められており、工事・委託の業務量が増加しています。
○窓口等の相談が多様化（給水・開発行為・設備機器）し対応件数も多く、職員の対応時間が増加傾向にあるため、主要
な業務である水道施設（管）の更新・維持管理に伴う工事や点検業務などに充てる時間に支障をきたしています。

取組内容
窓口対応業務や水道施設（管）の保守点検などの業務を委託し、窓口の相談体制の充実や水道施設
（管）点検等の強化と効率化を進めます。

取組の効果

○窓口対応業務や水道施設（管）の保守点検などの業務を委託し、民間の専門的なノウハウや技術力を生か
すことで業務の効率化が図られます。
○水道施設（管）の更新・維持管理に伴う委託や工事に充てる時間を十分に確保することができ、水道水の
安定供給に欠かせない維持管理を充実させることが可能となり、良好な事業運営につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

窓口対応業務や保守
点検などの業務委託
化を目標に、業務の
選定・手法等の調
査・研究を実施

業務委託の仕様書を
作成し、事業者の選
定及び契約を年度内
に完了

業務委託の導入開
始・検証

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇更なる業務の効率化を推進するため、漏水発生時の現場確認、修繕業者へ情報提供及び利用者へ
の断水のお知らせ等の初動対応業務の委託化を検討します。
〇有収率の向上、漏水パトロールや漏水調査を断続的な実施を図るため、複数年契約での業務委託
化を検討します。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇量水器（水道メーター）の出入庫管理を業務委託化し、業務の効率化を図りました。
〇橋梁に添架している水道管の点検業務を業務委託化し、業務の効率化を図りました。

年度末評価 Ｂ Ｂ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 ＩＣＴの積極的な活用

計画名 ICT技術を取り入れた浄水場や配水場などの管理を行います

実行課 水道課 連携課 情報システム課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ８
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 健全な水道経営、ICTの利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題

○本庄市が管理する浄水場や配水場などの水道施設は、水道庁舎3階の中央監視室において運転操作や点検管理を行って
います。
○水道水の供給は休むことなく行っており、運転監視業務も昼夜交替制で休みなく委託業者によって行われています。こ
のため、運転監視業務などにおける年間の委託料（主に人件費）が多額となっているのが現状です。

取組内容 ICT技術を活用し、運転監視システム※の自動化や施設の点検管理を行うことで、運転監視人員の
削減や施設管理の向上を図るとともに、維持管理費のコスト削減を目指します。

取組の効果

○運転監視員におけるヒューマンエラーを排除することで安定した運転を実現するとともに、運転監視員の人員を削減し、年間の維持管
理費用の削減ができます。
○日々の点検記録をアセットマネジメント※のデータとして活用できるため、施設の更新などの費用の平準化が見込めます。
○安定した水道水の供給を維持するとともに、低廉な水道水の供給につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・日常点検における
ICT技術の導入
・児玉地域の水道施
設監視装置の自動化
と更新に向けた基本
検討業務の実施

・児玉地域の水道施
設監視装置の自動化
と更新に向けた設計
業務の実施

・児玉地域の水道施
設監視装置の自動化
と更新の実施

・自動化に対応した
中央監視システム※

の更新（水道庁舎３
階）

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇児玉地域の水道施設監視装置の更新に向けて工事発注を実施します。
〇運転監視装置の自動運転化に向けて、引き続き工事を進めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇児玉地域の取水ポンプ４台の自動運転スケジュール設定及び導水ポンプ交互運転改造工事を実施
し、児玉浄水場系統の井戸の運転制御を中央監視システムから遠隔操作できるようになりました。
〇児玉地域の水道施設監視装置の自動化に向けた詳細設計業務を発注しました。

年度末評価 Ｂ Ｂ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ２．業務改善・効率化改革

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 庁内での横断的な内水浸水※箇所の情報共有

実行課 下水道課 連携課 道路整備課、農政課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 下水道施設等の維持管理

現状と課題

〇本市では台風などの大雨に伴い、度々内水による浸水被害が発生していますが、排水施設毎の所管が複数の部課にわたっていることか
ら、全ての内水浸水の情報が共有されていない状況があります。
〇令和６年度に下水道課が発注予定の雨水出水浸水想定区域※図作成業務委託においては、本市域における浸水シミュレーションを実施
するにあたり、内水浸水が頻発する箇所の特定が求められることから、他部課と連携して情報を共有する必要があります。

取組内容

雨水管渠施設※を整備・管理する下水道課、道路側溝等を整備・管理する道路整備課及び農業用排
水施設を整備・管理する農政課で、年度毎に複数回、打ち合わせ又はグループウェアシステム※で
それぞれの排水施設に起因する内水浸水の頻発箇所の情報を共有し、各課の対策業務の参考としま
す。

打ち合わせ又はグ
ループウェアシステ
ムによる情報共有回
数︓３回

取組の効果

○内水浸水が頻発する箇所を特定することにより、令和６年度に発注予定の雨水出水浸水想定区域図作成業
務委託において実施する浸水シミュレーションに反映することができ、業務の効率化につながります。
○庁内で横断的に情報を共有することにより、他部課との連絡・調整がスムーズに行われ、職員の内水浸水
に対する意識の向上を図ることができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

打ち合わせ又はグ
ループウェアシステ
ムによる情報共有回
数︓３回

打ち合わせ又はグ
ループウェアシステ
ムによる情報共有回
数︓３回

打ち合わせ又はグ
ループウェアシステ
ムによる情報共有回
数︓３回

打ち合わせ又はグ
ループウェアシステ
ムによる情報共有回
数︓３回

Ｒ７年度に向けた
取組方針

令和７年度は雨水管理総合計画（雨水管理方針）の検討を庁内横断的に実施することで、下水道事
業による雨水対策の優先順位を多方向から検証し、計画策定を進めるとともに、関係各課の職員の
意識向上を図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇雨水出水浸水想定区域図作成業務委託の業務進捗状況について、関係各課とグループウェアや共
有フォルダを活用して情報共有し、受注者の現地踏査結果やシミュレーション結果の検証を実施し
ました。
〇情報共有の取組により、雨水出水浸水想定区域図の精度向上と職員の意識向上を図りました。

年度末評価 Ａ Ｂ
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頁

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

10 職員による橋梁定期点検 道路整備課 R6 R9 B

12 学校給食残渣低減計画 教育総務課 R5 R9 C

C

A

11 マンホール蓋広告の募集 下水道課 R5 R9

9
マーケットの実証実験による公共空間の利活用（稼ぐ公
共空間へ）

商工観光課 R5 R6 達成

C

8 保育料滞納防止対策 保育課 R5 R9

7 ジェネリック医薬品の利用促進 子育て支援課 R5 R9

中止

C

3 未利用財産の処分 財政課 R5 R9

2 ふるさと納税の推進 広報課 R5 R9

6 生活保護法63条返還金の収納率向上を図る 生活支援課 R5 R9

5 市県民税（普通徴収）の口座振替の推進 収納課 R5 R9

4 公用車台数最適化

改革分野   ３．財政改革
計画数 12

計画名 実行課
開始
年度

達成目標
年度

年度末
評価

(R6年度)

財政課 R6 R9 A

1 ネーミングライツによる自主財源の確保 企画課 R5 R9 A

A

A
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

○引き続き、新たな公共施設へのネーミングライツ導入を目指します。
○自主財源の確保及び施設の管理運営や利用者へのサービス向上に活用するため、歳入増加に努め
ます。

備考
＜令和６年度計画変更＞令和５年度にネーミングライツ事業の募集にあたり施設ごとの設定金額の考え方を
見直したため、当初設定した各年度達成目標の歳入金額を見込むことが困難となりました。令和６年度以降
の計画では、導入施設の増加を目標に取り組むこととし、取組内容及び各年度達成目標を変更しました。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

新たに２施設にネーミングライツを導入しました。
【R６年度導入施設】
・本庄ガスECOはにぽんプラザ（本庄市市民活動交流センター）
・グローバルソフトウェア本庄文化ホール（本庄市市民文化会館）

年度末評価 Ｃ Ａ

・新たに１施設導入

取組の効果
○継続的な自主財源の確保につながります。
○施設の管理運営や利用者へのサービスの向上に役立てることができます。
○ネーミングライツパートナーとなることにより、企業のPR効果や地域貢献が期待できます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・新たに１施設導入
・令和４年度比︓
100万円の歳入増加

・新たに１施設導入 ・新たに１施設導入 ・新たに１施設導入

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 自主財源の確保

現状と課題

○市では平成30年度よりネーミングライツ制度を導入し、現在、本庄総合公園市民球場と本庄総合
公園市民体育館の２施設にネーミングライツパートナーが選定されています。
○今後も自主財源を確保し、施設の管理運営や利用者へのサービス向上に活用するため、他施設へ
の導入を検討しています。

取組内容 ○新たな施設へのネーミングライツ導入を推進し、さらなる自主財源の確保を目指します。

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 ネーミングライツ※による自主財源の確保

実行課 企画課 連携課 各公共施設所管課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

新たなポータルサイトの導入等を検討するとともに、返礼品の新規開拓及び拡充に取り組み、引き
続き、ふるさと納税の寄附件数及び寄附額の増加を図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇ふるさと納税の寄附件数及び寄附額の増加を図るため、新たなポータルサイトの導入や新規返礼品協力事業者の拡大等
を図りました。
〇県内ふるさと納税イベントで、本市返礼品のPRを実施しました。
〇【ふるさと納税受入実績額】※個人寄附かつ返礼品あり（R7.4.4時点）
 令和６年度実績︓12,574件、163,319,600円   令和５年度実績︓8,024件、105,980,000円

年度末評価 Ａ Ａ

寄附件数及び寄附額
を前年度実績よりも
増加させる。

取組の効果
○自主財源の確保につながり、一般財源への負荷を減少させます。
○地元事業者の販路の拡大につながるとともに、本市の特色や魅力を全国に宣伝することにつなが
ります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

寄附件数及び寄附額
を前年度実績よりも
増加させる。

寄附件数及び寄附額
を前年度実績よりも
増加させる。

寄附件数及び寄附額
を前年度実績よりも
増加させる。

寄附件数及び寄附額
を前年度実績よりも
増加させる。

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 自主財源の確保

現状と課題

○全国的に、ふるさと納税の寄附件数、寄附額ともに年々増加しており、この５年で約３倍となっ
ています。本市も、年々増加している状況にはありますが、増加に向けた更なる取組が必要となっ
ています。
○自主財源の確保が急務となっています。

取組内容
○「返礼品」の種類の増加や見せ方の工夫、寄附の受付方法の多様化を進めるなど、寄附件数及び
寄附額の増加に効果的な手法を取り入れていきます。

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 ふるさと納税の推進

実行課 広報課 連携課 庁内各課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇引き続き、売却見込みのある市有地を選定し、年２回程度の入札を実施します。
〇入札による応札がない場合は、随意契約による売却を図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

令和６年度は入札により２筆、随意契約により１筆、合計３筆を売却しました。

年度末評価 Ｃ Ａ

1筆売却

取組の効果
未利用の市有地を売却することにより、除草費用等の管理経費削減につながり、固定資産税等の税
収の増加が期待できます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

1筆売却 1筆売却 1筆売却 1筆売却

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 市民の信頼に応える行財政経営を進めるまち

現状と課題
○売却見込みのある市有地を選定し、年２回程度入札を実施しています。
○土地区画整理事業の保留地等は、入札にかけても売却ができない状況にあります。

取組内容 今後も売却見込みのある市有地を選定し、年２回程度入札を実施します。

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 未利用財産の処分

実行課 財政課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

データの抽出方法やレイアウトに改善の余地があるため、利用する職員の意見を参考にシステム改
良を図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

埼玉県市町村電子申請・届出サービスを利用して、車両管理について電子化を達成しました。

年度末評価 Ａ

公用車を前年度から1
台以上削減

取組の効果
○車両運行管理のペーパーレス化及び事務効率化が図られます。
○公用車台数の最適化によるコスト削減につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

車両管理システムの
導入準備

車両管理システムの
導入

公用車を前年度から
1台以上削減

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 市民の信頼に応える行財政経営を進めるまち、ICTの利活用による効率的・安定的な行政事務の推進

現状と課題
○公用車を各課又は各部で管理しているため、公用車全体の稼働率が明らかになっていません。
○公用車を紙で管理しているため、事務が煩雑になっています。
○適正な公用車の台数を把握することが課題となっています。

取組内容 車両管理システム※の導入により、公用車の一元管理（一部は各部で管理）を実施し、公用車全体
の稼働率を把握します。

改革の視点 庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

計画名 公用車台数最適化

実行課 財政課 連携課 全庁

開始年度 Ｒ６ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

国においてキャッシュレス納付の推進が図られる中、本市においても口座振替だけでなくスマートフォンア
プリ決済やクレジットカード納付等も含めたキャッシュレス納付全体の普及促進が必要となっています。そ
のため、口座振替を含めたキャッシュレス納付全体の推進を目的とした計画を新たに策定し、市税等の
キャッシュレス納付の一層の普及促進に向けて取り組みます。

備考 口座振替率は、金額ベースで算出。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○口座振替の案内通知を直接送付した177名中10件（5.6％）から申込みがありました。
○目標設定時と比較すると調定額、収納率、収納額ともに上昇しているものの、口座振替以外の納
付方法（窓口納付、スマートフォンアプリ決済）による納付割合の伸び率が大きかったため、令和
６年度末時点の市県民税（普通徴収）における口座振替率は28.9％に留まりました。

年度末評価 Ｃ 中止

市県民税（普通徴
収）の口座振替率︓
35.8％

取組の効果 口座振替により納期内納付が推進され、行財政運営の健全化につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

市県民税（普通徴
収）の口座振替率︓
35.4％

市県民税（普通徴
収）の口座振替率︓
35.5％

市県民税（普通徴
収）の口座振替率︓
35.6％

市県民税（普通徴
収）の口座振替率︓
35.7％

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 自主財源の確保

現状と課題

○退職等により、市県民税の徴収方法が特別徴収※から普通徴収※に切り替わったことによる納め忘
れが見られます。
○埼玉県・市町村個人住民税税収確保対策協議会において、個人住民税の税収確保及び納税率の向
上は喫緊の課題とされています。

取組内容
市県民税の徴収方法が特別徴収から普通徴収に切り替わった方等に口座振替の案内通知を直接送付
することにより、口座振替を勧奨します。

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 市県民税（普通徴収）の口座振替の推進

実行課 収納課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇資力が活用可能となった際は、担当ケースワーカーが速やかに返還決定を行い、早期の納付を促します。
○担当ケースワーカーと経理担当者で情報を共有し、債権回収の方法や方向性について調整しながら、円滑
な債権管理を実施します。
○返還資力の調査を行い、積極的かつ継続的なアプローチに努めます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

○現年度収納率は、78.6％でした。（R7.4.1時点）
○担当ケースワーカーが速やかに返還資力を確認し、早期に納付要請に努めました。
○担当ケースワーカーと経理担当者が連携し、返還金滞納者に対し、毎月督促状の送付や、年度末
に催告書を送付するなど積極的に債権管理を行いました。

年度末評価 Ｃ Ｃ

現年度収納率︓93％

取組の効果 財政の安定化と生活保護の適正化に寄与します。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

現年度収納率︓93％ 現年度収納率︓93％ 現年度収納率︓93％ 現年度収納率︓93％

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 自主財源の確保

現状と課題

○生活保護法63条返還金は、被保護者が資力があるにもかかわらず、すぐに現金化できない等の理由により
急迫し、生活保護費を受給した場合の返還金です。令和４年８月現在の収納率は、83.75％です。
○公平で公正な債権管理と自主財源の確保を行うため、未納となっている返還金を回収する必要がありま
す。

取組内容
債務者に対し返還義務の周知を徹底して行い、返還資力発生時点から納付に至るまで、経理担当者
や担当ケースワーカーが連携し、積極的かつ継続的なアプローチに努めます。

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 生活保護法63条返還金の収納率向上を図る

実行課 生活支援課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇引き続き、この取組を継続します。
〇令和７年度は協力者率90％を目指します。

備考 ジェネリック医薬品利用協力者の割合は、新規受給者の医療費の申請書を基に集計。

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇新規受給者910名のうち、ジェネリック医薬品希望者は755名、協力者率は83.0％でした。
〇窓口でのジェネリック医薬品勧奨案内を徹底することにより、市民に理解と協力を得られまし
た。

年度末評価 Ｃ Ｃ

新規受給者のジェネ
リック医薬品利用協
力者率︓90％

取組の効果
子ども医療費及びひとり親家庭等医療費を抑制することにより、市の財政負担の軽減につながりま
す。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

新規受給者のジェネ
リック医薬品利用協
力者率︓90％

新規受給者のジェネ
リック医薬品利用協
力者率︓90％

新規受給者のジェネ
リック医薬品利用協
力者率︓90％

新規受給者のジェネ
リック医薬品利用協
力者率︓90％

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 事業コストの縮減

現状と課題

○令和４年10月より、県内医療機関での現物給付化※が始まったため、医療費の増加が見込まれて
います。
○子ども医療費及びひとり親家庭等医療費を抑制するため、ジェネリック医薬品（後発医薬品）の
利用を促進していますが、ジェネリック医薬品を知らない方もいます。

取組内容

○子ども医療費及びひとり親家庭等医療費の受給者証を新規で取得する方に、ジェネリック医薬品
の利用に関して説明し、理解と協力を得るとともに、同意を得て受給者証に「ジェネリック医薬品
希望」の文言を記載します。
○協力者の割合を90％にすることを目標に、拡充していきます。

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 ジェネリック医薬品の利用促進

実行課 子育て支援課 連携課 支所市民福祉課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

訪問、電話催告、納付相談等の夜間の収納対策は、相手方が在宅中と思われる時期・時間帯を見極
め、頻度や回数も含めて見直しを図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇日中（１１件）、夜間（３件）に訪問を実施し、合わせて６件の納付の約束を受け付けました。
〇年末の休日収納では、１０件訪問、１１件電話催告し、５件の納付の約束を受け付けました。
〇年間を通して日中に電話催告を集中して実施し、滞納繰越人数は２２人（保護者数）となりました。
〇保育所等への入所申請に訪れた保護者には口座振替を勧奨し、キャッシュカードを持参している方にはその場で手続き
をしていただくことで滞納の未然防止に努めました。

年度末評価 Ｂ Ａ

滞納繰越人数（年度
末時点）︓4人

取組の効果
○自主財源の確保につながります。
○保護者のライフスタイルの多様化に対応することができ、保育料納付の利便性が向上します。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

滞納繰越人数（年度
末時点）︓36人

滞納繰越人数（年度
末時点）︓28人

滞納繰越人数（年度
末時点）︓20人

滞納繰越人数（年度
末時点）︓12人

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 子育てと仕事の両立支援

現状と課題

○保育料の未納者に対しては、文書により督促、催告等を行っていますが、過年度分を含め毎年度
の繰越が50人前後となっています。
○保護者は日中は就労しているため、勤務時間中には電話による納付勧奨等のアプローチが難しい
状況です。

取組内容
○月に1回、夜間収納・納付相談窓口を開設するとともに、夜間の電話催告等を実施します。
○保育料の納付方法については、口座振替を原則とすることを徹底するとともに、在宅で納付が可
能なスマートフォン決済を必要に応じて周知します。

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 保育料滞納防止対策

実行課 保育課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

引き続き、マーケット等のイベント開催など、公共空間の積極的な活用を図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇関係各課と協議し、民間マーケット事業の公共空間活用に関する認定基準を設け、民間事業者による公共
空間の活用促進を実施する方針としました。
〇商工業振興や観光振興に資する民間マーケット事業等について、事業認定を行い、公共空間の所管課等に
協力を依頼することで、市役所本庁舎や本庄総合公園で民間事業者主催のマーケットが開催されました。

年度末評価 Ｂ 達成

取組の効果
○マーケットの開催により、市内店舗の出店やチャレンジの機会が設けられます。
○マーケットの開催により、市民の利便性の向上や暮らしの豊かさにつながります。
○公共空間の利活用により、ネーミングライツ等使用料の収入増や地域の活性化につながります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

本庁舎以外の様々な
公共空間を活用した
マーケットを開催

施設を管理する所管
課や庁内各課が主催
して、様々な公共空
間を利用したイベン
トを開催

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 他分野との連携による商業の振興

現状と課題

○市では、多種多様な公共空間を維持管理しており、公共空間には主目的以外にも様々な利用価値があると考えられます。
○公共空間の活用の１つとして、商工観光課では令和４年度から本庁舎でのマーケットを開催しています。
○多くの公共空間は、条例等の規定により主目的以外ではあまり活用されていません。
○イベントやマーケットを実施できるような公共空間がありますが、民間事業者の利用のハードルが高い状況です。
○公共空間には維持管理の費用がかかっており、様々な形で活用することにより、費用対効果を上げる必要があります。

取組内容
○商工観光課の事業として、公共空間を活用したマーケットを開催することで、民間事業者の利用
のハードルを下げることを目指します。
○公共空間の利活用を行い、検討していくことで、使用料を稼げる公共施設を目指します。

改革の視点 社会の変化やニーズへの対応

計画名 マーケットの実証実験による公共空間の利活用（稼ぐ公共空間へ）

実行課 商工観光課 連携課 各公共施設所管課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ６
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R６年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 職員による橋梁※定期点検

実行課 道路整備課 連携課

開始年度 Ｒ６ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 自主財源の確保

現状と課題

○橋梁の維持管理・更新等に関わる予算の削減を図りながら、持続可能なメンテナンスを実現するため、橋梁長寿命化修繕計画を策定
し、対応方針を定めています。
○橋梁長寿命化修繕計画では、法令による５年に１度の定期点検結果から修繕の優先順位を設定するとともに、事業費の平準化を図って
います。
○予算の削減や事業の効率化につながるよう、橋梁の集約・撤去や新技術等の活用などに取り組むことが必要です。

取組内容
○国・県主催の橋梁に関する研修へ積極的に参加します。
○市が管理する317橋梁のうち、小規模橋梁50橋梁を業務委託から職員による点検に移行します。

職員による橋梁点
検︓20橋梁

取組の効果
○職員の橋梁に関するスキルを高めることにより、業務に対する意欲の向上につながります。
○業務委託から職員による点検に移行した場合、５年間で約２千万円の予算削減となります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

国・県主催の橋梁に
関する研修に参加

職員による橋梁点
検︓15橋梁

職員による橋梁点
検︓15橋梁

Ｒ７年度に向けた
取組方針

小規模橋梁点検を業務委託から職員による点検に移行するため、点検システムを導入し、トータル
コストの縮減を図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇国・県主催の橋梁に関する研修に職員が積極的に参加しました。
【参加した研修】
土木構造物維持管理研修 ／ 橋梁技術研修会 ／ 道路橋の長寿命化対策に関わる技術講習会 ／
橋梁メンテナンス技術研修会

年度末評価 Ｂ
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本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 マンホール蓋広告の募集

実行課 下水道課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 下水道施設等の維持管理

現状と課題
○令和元年度に下水道使用料の15％値上げの改定を行い、令和３年度の経費回収率※は94.15％ま
で向上しています。
○不足する６％弱を繰入金に頼っていることから、経営努力により健全化を進めます。

取組内容
マンホール蓋に企業広告を表示できるデザインプレートを設置し、広告主を募集し、収益を得るこ
とを目指します。

・新規広告契約
件数︓５件

取組の効果 広告料収入により、一般会計からの繰入金を減少させることができます。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

・調査、実施場所の
検討

・要綱等の策定、広
告主の募集開始

・広告掲載開始
・新規広告契約
件数︓５件

・新規広告契約
件数︓５件

Ｒ７年度に向けた
取組方針

〇本市の広報紙に掲載している事業者等に対して、掲載希望の有無などニーズ調査を実施します。
〇広告掲載料の金額やマンホール広告蓋の設置個所を決定し、要綱等の策定に取り組みます。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

当初はマンホール蓋の交換を伴う方法での実施を計画していましたが、先進自治体の事例を研究
し、既存のマンホール蓋を使用した比較的安価な方法による導入が考えられることから、本市に
とって最適な方法での実施を再度検討しています。

年度末評価 Ｂ Ｃ
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Ｒ７年度に向けた
取組方針

引き続き、児童生徒が学校給食の重要性を学習し、理解することにより食べ残しを減らすととも
に、残渣の収集運搬や処理等の費用削減を図ります。

備考

Ｒ６年度末の
取組状況報告

〇自校給食１食当たりの残渣量は41gとなり、わずかに目標を達成できませんでした。
〇給食センター１食当たりの残渣量は60gでした。（参考値）

年度末評価 Ａ Ｃ

自校給食１食当たり
の残渣量︓36g

（参考）
給食センター１食当たり
の残渣量 65g

取組の効果
学校給食の重要性を学習し、理解することにより食べ残しを減らすとともに、残渣の収集運搬や処
理等の費用削減を図ります。

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度達成目標

自校給食１食当たり
の残渣量︓40g

（参考）
給食センター１食当たり
の残渣量 69g

自校給食１食当たり
の残渣量︓39g

（参考）
給食センター１食当たり
の残渣量 68g

自校給食１食当たり
の残渣量︓38g

（参考）
給食センター１食当たり
の残渣量 67g

自校給食１食当たり
の残渣量︓37g

（参考）
給食センター１食当たり
の残渣量 66g

本庄市総合振興計画（後期基本計画施策中項目） 事業コストの縮減

現状と課題
本市では、本庄地域は本庄上里学校給食センターで、児玉地域は各学校の給食室で安全安心で美味
しい給食を調理し、児童生徒たちに提供しています。

取組内容
児童生徒たちの心身の健全な発達を図る上で、学校給食が重要であることを理解させるとともに、
食育の授業を通し、食材の栄養素や地元の料理について学習することにより、学校給食の残渣を減
らします。

改革の視点 より良い未来のための行動

計画名 学校給食残渣※低減計画

実行課 教育総務課 連携課

開始年度 Ｒ５ 達成目標年度 Ｒ９
SDGs関連№

本庄市行政改革大綱 R6年度実施計画シート

改革テーマ スマート自治体への転換と持続可能な行政経営への挑戦

改革分野 ３．財政改革
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■個別集計（改革の視点別）
・ICT の積極的な活用

・社会の変化やニーズへの対応

・庁内連携の強化・全庁的な課題の共有

・より良い未来のための行動

※一部の表・グラフ中の数値は四捨五入の都合上、合計値が100％にならない場合があります。

  中止（計画中止） 0 0%

計 20 100%

年度末評価

評価区分 計画数 構成比

  達成（計画達成） 3 15%

  A（目標を上回る） 8 40%

  B（目標どおり） 4 20%

  C（目標を下回る） 5 25%

  中止（計画中止） 0 0%

計 13 100%

年度末評価

評価区分 計画数 構成比

  達成（計画達成） 2 15%

  A（目標を上回る） 6 46%

  B（目標どおり） 2 15%

  C（目標を下回る） 3 23%

年度末評価

評価区分 計画数 構成比

  達成（計画達成） 1 9%

  A（目標を上回る） 5 45%

  B（目標どおり） 4 36%

  C（目標を下回る） 1 9%

  中止（計画中止） 0 0%

計 11 100%

4 33%

  B（目標どおり） 3 25%

 ・「ICT の積極的な活用」、「社会の変化やニーズへの対応」、「庁内連携の強化・全庁的な課題の共有」については、達成又は目標を上回る
  計画が半数以上となっています。
 ・「より良い未来のための行動」については、目標を下回る計画が多くなっています。

  C（目標を下回る） 4 33%

  中止（計画中止） 1 8%

R6最終報告まとめ（改革の視点別集計）

年度末評価

評価区分 計画数 構成比

  達成（計画達成） 0 0%

  A（目標を上回る）

計 12 100%

達成（計画達成）

15%

A（目標を上回る）

40%

B（目標どおり）

20%

C（目標を下回る）

25%

中止（計画中止）

0%

達成（計画達成） A（目標を上回る） B（目標どおり）

C（目標を下回る） 中止（計画中止）

達成（計画達成）

16%

A（目標を上回る）

46%

B（目標どおり）

15%

C（目標を下回る）

23%

達成（計画達成） A（目標を上回る） B（目標どおり）

C（目標を下回る） 中止（計画中止）

達成（計画達成）

9%

A（目標を上回る）

46%

B（目標どおり）

36%

C（目標を下回る）

9%

達成（計画達成） A（目標を上回る） B（目標どおり）

C（目標を下回る） 中止（計画中止）

A（目標を上回る）
34%

B（目標どおり）

25%

C（目標を下回る）

33%

達成（計画達成） A（目標を上回る） B（目標どおり）

C（目標を下回る） 中止（計画中止）
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■個別集計（改革分野別）
１．行政サービス改革

２．業務改善・効率化改革

３．財政改革

※一部の表・グラフ中の数値は四捨五入の都合上、合計値が100％にならない場合があります。

評価区分

  A（目標を上回る）

年度末評価

計

計画数

  達成（計画達成）

計画数評価区分

  達成（計画達成）

  A（目標を上回る）

  B（目標どおり）

  C（目標を下回る）

  中止（計画中止）

26

11

構成比

8%2

7

17%

39%

6

7

0

構成比

42%

23%

27%

0%

100%

33%

3

年度末評価   B（目標どおり）

  C（目標を下回る） 2 11%

  中止（計画中止） 0 0%

計 18 100%

6

 ・「１．行政サービス改革」については、達成又は目標を上回る計画が半数となっています。
 ・「２．業務改善・効率化改革」については、達成又は目標を上回る計画が半数以上となっています。
 ・「３．財政改革」については、達成又は目標を上回る計画が半数となっている一方で、目標を下回る計画も多くなっています。

  中止（計画中止） 1 8%

計 12 100%

年度末評価

評価区分 計画数 構成比

  達成（計画達成） 1 8%

  A（目標を上回る） 5 42%

  B（目標どおり） 1 8%

  C（目標を下回る） 4 33%

R6最終報告まとめ（改革分野別集計）

達成（計画達成）

8%

A（目標を上回る）

42%
B（目標どおり）

23%

C（目標を下回る）

27%

中止（計画中止）

0%

達成（計画達成） A（目標を上回る） B（目標どおり）

C（目標を下回る） 中止（計画中止）

達成（計画達成）

17%

A（目標を上回る）

39%

B（目標どおり）

33%

C（目標を下回る）

11%

達成（計画達成） A（目標を上回る） B（目標どおり）

C（目標を下回る） 中止（計画中止）

達成（計画達成）

8%

A（目標を上回る）

42%
B（目標どおり）

8%

C（目標を下回る）

34%

達成（計画達成） A（目標を上回る） B（目標どおり）

C（目標を下回る） 中止（計画中止）
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■全体集計

※一部の表・グラフ中の数値は四捨五入の都合上、合計値が100％にならない場合があります。

6 11%

  A（目標を上回る）

  C（目標を下回る） 13 23%

13 23%

R6最終報告まとめ（全体集計）

 【全体集計について】
 ・全体集計では、達成又は目標を上回る計画が半数以上となっています。
 ・一方で、目標を下回るとなった計画が約２割となっています。
 
 【１．行政サービス改革】
 ・改革の視点では、「ICT の積極的な活用」又は「社会の変化やニーズへの対応」を選択している計画が多くなっています。
 ・達成又は目標を上回る計画が半数近くとなっていますが、目標を下回るとなった計画については、改革の視点「ICT の積極的な活用」を選択
  している計画が多く、ICT技術の導入や更なる活用に向けて、調査研究を進める必要があります。
 
 【２．業務改善・効率化改革】
 ・改革の視点では、「庁内連携の強化・全庁的な課題の共有」を選択している計画が多くなっています。
 ・達成又は目標を上回る計画が半数以上となっており、改革の視点「庁内連携の強化・全庁的な課題の共有」についても、目標を上回る計画が
  多い結果となっています。
 ・目標を上回る計画が多くなった要因として、実行課が庁内連携や情報・課題の共有に向けた周知・啓発等に努めた結果、各結果の目標達成に
  つながったケースが多く見られます。
 
 【３．財政改革】
 ・改革の視点では、「より良い未来のための行動」を選択している計画が多くなっています。
 ・他の改革分野と比較して目標を下回る計画が多く、改革の視点「より良い未来のための行動」についても、目標を下回る計画が多い結果と
  なっています。
 ・目標を下回る計画が多くなった要因として、利用率等の割合目標を達成できなかったケースが多くなっており、これらの計画については、
  各年度達成目標を踏まえた上での計画の進め方を検討・工夫する必要があります。

 【R7年度へ向けて】
 ・計画２年目となり、各年度達成目標を上回る計画や既に改革を達成した計画も多くなっています。
 ・各年度達成目標を下回る計画については、実行課だけでなく連携課も含めて、課題の解決に向けた検討を進めるとともに、計画に取り組みます。
 ・実行課が変更となる計画もありますが、引き続き、各計画における現状と課題を踏まえた上で、改革の実現に向けて取り組みます。

  中止（計画中止） 1 2%

計 56 100%

年度末評価

評価区分 計画数 構成比

  達成（計画達成）

23 41%

  B（目標どおり）

達成（計画達成）

11%

A（目標を上回る）

41%B（目標どおり）

23%

C（目標を下回る）

23%

中止（計画中止）

2%

達成（計画達成） A（目標を上回る） B（目標どおり）

C（目標を下回る） 中止（計画中止）
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行 ページ

9 ほか

41

50

51

51

50

7 ほか

30

10

22

42

62

51 ほか

30

63

59

48

48

34

28 ほか

基幹業務システム等の標準化
地方公共団体の基幹業務システム（住民基本台帳など20業務）等について、国
が示した統一の基準を満たす複数のシステムの中から選択し、全国共通で使用
すること。

現物給付化
保険証と受給者証の提示により、医療機関の窓口での医療費の支払いが不要と
なる制度。（一部の医療費を除く）

経費回収率
汚水の処理に要した費用を、下水道使用料でどの程度回収できているかを示す
指標。

橋梁
障害となる河川や道路、鉄道等の上方に道路等を設けるために作られる構造物
の総称。

■用語解説

オープンアンケート

用語

ICT

SDGs

あ

オープンデータ

「誰一人取り残さない」持続可能で多様性のある社会の実現のため、2030年
（令和12年）を年限とする17の国際目標。先進国を含め、全ての国が取り組む
ものとなっている。我が国でも推進本部を設置し、取組を推進している。

不特定多数を対象とした、開かれた意見調査。なお、市ではアンケートフォー
ムのURLを広報紙・市ホームページ・庁舎内の掲示等によってお知らせし、ど
なたでも参加できる方式を想定。

基幹相談支援センター
障害者に関する相談支援の質の向上と、関係機関の連携等を推進するため、令
和6年1月に児玉郡市で設置した機関。主な役割は、総合的・専門的な相談の実
施、研修会や会議の開催による地域の相談機関との連携強化など。

説明

情報処理や通信に関連する技術、産業、設備、サービスなどの総称。

アセスメントシート
相談者と面談して集めた情報をまとめた書類で、支援方針を立てるための資料
となるもの。

アセットマネジメント
中長期的な視点に立ち、施設のライフサイクル全体にわたって、効率的・効果
的に施設を管理運営すること。

運転監視システム 水道施設である浄水場や配水場のポンプなどの運転状況を監視するシステム。

雨水出水浸水想定区域
1年の間に発生する確率が1/1000以下の大雨が降った際に、内水浸水による浸
水被害が想定される区域のこと。

雨水管渠施設
本庄市の下水道管には、生活排水を流す汚水管と雨水が流れる雨水管があり、
雨水管のことを指す。

公共施設の包括管理
多数の公共施設の維持管理・保守点検等の業務について、一括した業務委託を
実施することにより、全ての施設の総合的な管理を図る手法。

公募型プロポーザル
事業者を公示により広く募集し、提案書の審査により受注者を選定する方式。
価格だけでなく、提案内容なども評価される点が特徴。

独立採算制で事業収入を主な財源として経理する会計で、水道事業会計及び下
水道事業会計がこれに当てはまる。

公営企業会計

誰もが自由にアクセスし、利用、再配布、加工することができるデータ。

か

公営企業会計システム
予算編成、予算執行、決算管理及び固定資産管理等の公営企業会計の事務全般
をサポートするシステム。

グループウェアシステム
業務上における連絡や情報共有等に活用するツールで、メール、掲示板、スケ
ジュール管理などのさまざまな機能を備えている。

クローズドアンケート
調査の目的などにより、特定の属性を対象とするなど閉じられた意見調査。な
お、市では対象とする属性の利用が見込まれる窓口や施設等にお知らせを掲示
し、アンケートを認知できる範囲を限定する方式を想定。
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自立支援協議会
障害者等への支援の体制の整備及び関係機関、団体、事業者等との連携を図る
ため、児玉郡市で設置した協議会。福祉、保健、医療、就労、教育など多分野
の関係者で構成されている。

スマート自治体
人工知能やロボットなどを活用して事務処理を自動化したり、業務やシステム
を標準化したりして、効率的にサービスを提供する地方公共団体。

ゼロカーボンシティ
2050年までにCO₂（二酸化炭素）排出量を実質ゼロにすることを目指す旨を公
表した地方公共団体。実質ゼロにするとは、CO₂などの温室効果ガスの排出量
と森林等による吸収量との差をゼロにすること。

電子決裁システム
紙文書ではなく電子文書を用いて、決裁（責任者が部下の提案の採否を決める
こと）を行うシステム。

特別徴収
従業員が納付すべき税を、勤務先である事業者が毎月の給与から控除し、本人
の代わりに納付する方法。

対話型市場調査
（サウンディング型市場調査）

事業の発案段階や検討段階において、民間事業者と直接対話することにより、
事業内容に関する意見や新たな事業提案の把握等を行う手法。

物品等競争入札参加資格者名簿
物品の購入等の一般競争入札又は指名競争入札に参加するためには、あらかじ
め「競争入札参加資格」を得る必要がある。資格審査の結果、適格と認められ
た事業者が搭載されたものを「物品等競争入札参加資格者名簿」という。

内水浸水
河川の水が溢れたり堤防を越えたりする洪水による浸水被害ではなく、道路側
溝や下水道の雨水管から水が溢れることによる浸水被害のこと。

ネーミングライツ 施設の名前に企業名を付けるため、命名権を企業が買うこと。

郵便料金計器
郵便物の重さを測り、切手の代わりとなる郵便料金スタンプを押す機械の総
称。

埼玉県電子入札共同システム
入札会場に集合して入札箱に入札書を提出するという入札の流れを電子化し、
入札公告・仕様書の確認、参加確認申請書・入札書の提出、開札結果の確認ま
でを電子上で行うシステム。埼玉県と県内市町村が共同で運用している。

中央監視システム 市内の水道施設の運転監視を一括して操作するシステム。

残渣 調理過程で出る生ごみや、食べ残しのこと。

車両管理システム
事業所が所有する車両の効率的な運用と管理を行うためのツールで、車両の予
約、点検、車検、運行管理情報などの車両に関する様々な情報を一元的に管理
できるシステム。

モバイル訪問調査システム
介護認定業務において作成する調査票を、紙ではなくタブレット入力によって
作成できるシステム。

福祉総合相談窓口
福祉に関する様々な悩みや不安を相談できる窓口。相談者の悩みに寄り添い、
適切な窓口につなげている。

普通徴収 納税通知書により、納税者本人が税を納める方法。

埼玉県共同受付
埼玉県や県内市町村が実施する入札に参加するために必要な資格である「競争
入札参加資格」を申請するシステムを通じて、入札に参加するために必要な資
格審査を埼玉県と県内市町村が共同で行うもの。

さ

は

た

な

埼玉県住宅供給公社
勤労者に住宅を供給するため、昭和30年に財団法人埼玉県住宅協会として発足
した組織。組織の改編等を経て、現在は分譲事業から撤退し、まちづくりと市
営住宅等の管理を中心とした事業を進めている。
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